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(57)【要約】
【課題】フロアパネル（１、１’、１’’）を提供する
。
【解決手段】これらのフロアパネルには、長縁部及び短
縁部（５ａ、５ｂ、４ａ、４ｂ）に機械式係止システム
が設けられている。これらの機械式係止システムにより
、垂直方向重ねで設置を行うことができる。前記長縁部
（５ａ、５ｂ）の係止システムにより前記短縁部（４ａ
、４ｂ）が重ね作用中に分離しないようにする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体であり、隣接した縁部を連結するように形成
されており、
　前記第１コネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結
するため、一つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメン
ト（８）を持つ係止ストリップ（６）と、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた
、下方に開放した係止溝（１４）とを含み、
　前記第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、前記一つのフロアパネ
ルの縁部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように、設けられたタング（１０
、３０）と、前記別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタン
グ溝（９、２０）とを含み、
　前記長縁部に設けられた前記コネクタは、傾けによって係止されるように形成されてお
り、
　前記短縁部に設けられた前記コネクタは、垂直方向重ねによって係止されるように形成
されており、
　これによって、第２列Ｒ２の新たなパネル（１’）の長縁部は、第１列Ｒ１の第１パネ
ル（１’’）の長縁部（５ｂ）に傾け移動によって連結されるように形成されており、
　前記新たなパネル（１’）の短縁部（４ｂ）及び第２列Ｒ２の第２パネル（１）の短縁
部（４ａ）は上記傾け移動で連結されるように形成されている、フロアパネルの組におい
て、
　前記長縁部の前記コネクタ（９、１０、６、８、１４）は、前記新たなパネル（１’）
の上縁を、前記第１パネル（１’’）の上縁に、主平面（ＨＰ）に対して少なくとも約１
０°の所定角度で押し付けたとき、前記コネクタの隣接した部分間に少なくとも三つの別
々の接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、ＣＰ４）又は接触面を有する、ことを特徴とする
フロアパネルの組。
【請求項２】
　請求項１に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は少なくとも四つの接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、ＣＰ４）を有する、
ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３】
　請求項２に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は、前記新たなパネルの上縁を前記第１パネルの上縁に、前記主平面に対し
て約０°乃至約１０°の所定の角度で押し付けたとき、前記新たなパネルと、第１パネル
の長縁部の隣接した表面間に垂直方向上接触点（ＣＰ１）及び垂直方向下接触点（ＣＰ２
）と、水平方向内接触点（ＣＰ３）及び水平方向外接触点（ＣＰ４）を有する、ことを特
徴とするフロアパネルの組。
【請求項４】
　請求項１、２、又は３に記載のフロアパネルの組において、
　前記短縁部の前記タングは別の材料で形成されており、前記フロアパネルを垂直平面（
ＶＰ）と平行する垂直方向（Ｄ１）で、互いに係止するため、重ね中に水平方向に変位し
、隣接した短縁部の前記タング溝と協働するように形成された可撓性部分を備えている、
ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項５】
　請求項４に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングは、弓形形状部分を有し、長さ方向で可撓性である、ことを特徴とするフロ
アパネルの組。
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【請求項６】
　請求項４又は５に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングには可撓性突出部が設けられている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項７】
　請求項４、５、又は６に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングの一部分は、前記連結溝（４０）内に変位可能に配置されている、ことを特
徴とするフロアパネルの組。
【請求項８】
　請求項４乃至７のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分はスナップタブである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項９】
　請求項８に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分は、ストリップパネルに設けられたスナップタブであり、前記スナップ
タブは下方に延びる、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記新たなパネルの上縁を第１パネルの上縁に押付ける角度は少なくとも約１５°であ
る、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１１】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体であり、隣接した縁部を連結するように形成
されており、
　前記第１コネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結
するため、一つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメン
ト（８）を持つ係止ストリップ（６）と、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた
、下方に開放した係止溝（１４）とを含み、
　前記第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、前記一つのフロアパネ
ルの縁部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように、設けられたタング（１０
、３０）と、前記別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタン
グ溝（９、２０）とを含み、
　前記長縁部に設けられた前記コネクタは、傾けによって係止されるように形成されてお
り、
　前記短縁部に設けられた前記コネクタは、垂直方向重ねによって係止されるように形成
されており、
　これによって、第２列Ｒ２の新たなパネル（１’）の長縁部は、第１列Ｒ１の第１パネ
ル（１’’）の長縁部（５ｂ）に傾け移動によって連結されるように形成されており、
　前記新たなパネル（１’）の短縁部（４ｂ）及び第２列Ｒ２の第２パネル（１）の短縁
部（４ａ）は上記傾け移動で連結されるように形成されている、フロアパネルの組におい
て、
　前記短縁部の前記タング（３０）は別の材料で形成されており、連結溝（４０）に配置
されており、
　前記タングには、縁部区分が前記第１パネルの前記長縁部と近接して配置された可撓性
部分が設けられており、前記縁部区分は、前記フロアパネルを垂直方向で互いに係止する
ため、重ね中に水平方向に変位し、隣接した短縁部の前記タング溝（２０）と協働するよ
うに形成されており、
　前記長縁部の前記第１及び第２のコネクタは、前記上接合縁が接触した状態で前記パネ
ルを同じ圧力（Ｆ１）で互いに押し付けたとき、前記長縁部に沿った摩擦力が、接触角度
（ＣＡ）におけるよりも設置角度（ＩＡ）において小さいように形成されており、
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　これによって、設置角度は約２５°であり、接触角度は、前記縁部区分と前記隣接した
短縁部との間の初期接触と対応する比較的低い角度である、ことを特徴とするフロアパネ
ルの組。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は、前記接触角度で、少なくとも三つの接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、
ＣＰ４）を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１３】
　請求項１２に記載のフロアパネルの組において、
　前記新たなパネルと第１パネルの長縁部は、前記新たなパネルの上縁を前記第１パネル
の上縁に押し付けたとき、前記第１及び第２の長縁部の隣接した表面間に垂直方向上接触
点（ＣＰ１）及び垂直方向下接触点（ＣＰ２）と、水平方向内接触点（ＣＰ３）及び水平
方向外接触点（ＣＰ４）を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１４】
　請求項１１、１２、又は１３に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングには弓形形状部分が設けられており、長さ方向で可撓性である、ことを特徴
とするフロアパネルの組。
【請求項１５】
　請求項１１乃至１４のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングには可撓性突出部が設けられている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１６】
　請求項１１乃至１５のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングの少なくとも一部が、前記連結溝（４０）に変位可能に配置されている、こ
とを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１７】
　請求項１１、１２、又は１３に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分はスナップタブである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１８】
　請求項１７に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分は、前記ストリップパネルに設けられたスナップタブであり、前記スナ
ップタブは下方に延びている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項１９】
　請求項１１乃至１８のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記接触角度は少なくとも約１０°である、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２０】
　請求項１１乃至２０のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの前記コアはＨＤＦで形成されている、ことを特徴とするフロアパネルの組
。
【請求項２１】
　請求項１１乃至２０のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの厚さは約６ｍｍ乃至９ｍｍである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２２】
　請求項１１乃至２１のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの長さは約１２０ｃｍを越えない、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２３】
　請求項１１乃至２２のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルは、約２０ｃｍ以上の幅を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２４】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
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１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体であり、隣接した縁部を連結するように形成
されており、
　前記第１コネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結
するため、一つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメン
ト（８）を持つ係止ストリップ（６）と、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた
、下方に開放した係止溝（１４）とを含み、
　前記第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、前記一つのフロアパネ
ルの縁部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように、設けられたタング（１０
、３０）と、前記別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタン
グ溝（９、２０）とを含み、
　前記長縁部に設けられた前記コネクタは、傾け移動によって係止されるように形成され
ており、
　前記短縁部に設けられた前記コネクタは、垂直方向重ねによって係止されるように形成
されており、
　これによって、第２列Ｒ２の新たなパネル（１’）の長縁部は、第１列Ｒ１の第１パネ
ル（１’’）の長縁部（５ｂ）に傾け移動によって連結されるように形成されており、
　前記新たなパネル（１’）の短縁部（４ｂ）及び第２列Ｒ２の第２パネル（１）の短縁
部（４ａ）は上記傾け移動で連結されるように形成されている、フロアパネルの組におい
て、
　前記短縁部の前記タング（３０）は別の材料で形成されており、連結溝（４０）に配置
されており、
　前記タングは、前記フロアパネルを垂直方向で互いに係止するため、重ね中に水平方向
に変位し、隣接した短縁部の前記タング溝（２０）と協働するように形成された可撓性部
分を有し、これによって、前記新たなパネルと第１パネルの長縁部の前記第１及び第２の
コネクタは、前記縁部の前記上部分を互いに所定角度で押し付けられたとき、前記第１及
び第２のコネクタ間が二つの接触点だけが接触した状態で、前記長縁部に沿った摩擦を増
大する摩擦手段（５３、５３’）を含むことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２５】
　請求項２４に記載のフロアパネルの組において、
　前記摩擦手段は、小さな局所的突出部を含む、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２６】
　請求項２４又は２５に記載のフロアパネルの組において、
　前記摩擦手段は、前記係止システムに適用した別の材料で形成されている、ことを特徴
とするフロアパネルの組。
【請求項２７】
　請求項２４、２５、又は２６に記載のフロアパネルの組において、
　前記別の材料はワックスである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２８】
　請求項２４乃至２７のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は、前記接触角度で、少なくとも三つの接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、
ＣＰ４）を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項２９】
　請求項２８に記載のフロアパネルの組において、
　前記新たなパネルと第１パネルの長縁部は、前記新たなパネルの上縁を前記第１パネル
の上縁に押し付けたとき、前記第１及び第２の長縁部の隣接した表面間に垂直方向上接触
点（ＣＰ１）及び垂直方向下接触点（ＣＰ２）と、水平方向内接触点（ＣＰ３）及び水平
方向外接触点（ＣＰ４）を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３０】
　請求項２４乃至２９のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
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　前記タングの少なくとも一部が、前記連結溝（４０）に変位可能に配置されている、こ
とを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３１】
　請求項２４乃至３０のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングは弓形形状部分を含み、長さ方向で可撓性である、ことを特徴とするフロア
パネルの組。
【請求項３２】
　請求項２４乃至３１のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングは可撓性突出部を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３３】
　請求項２４乃至３２のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分はスナップタブである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３４】
　請求項２４乃至３３のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分は、前記ストリップパネルに設けられたスナップタブであり、前記スナ
ップタブは下方に延びている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３５】
　請求項２４乃至３４のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの前記コアはＨＤＦで形成されている、ことを特徴とするフロアパネルの組
。
【請求項３６】
　請求項２４乃至３５のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの厚さは約６ｍｍ乃至９ｍｍである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３７】
　請求項２４乃至３６のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの長さは約１２０ｃｍを越えない、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３８】
　請求項２４乃至３７のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルは、約２０ｃｍ以上の幅を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項３９】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体であり、隣接した縁部を連結するように形成
されており、
　前記第１コネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結
するため、一つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメン
ト（８）を持つ係止ストリップ（６）と、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた
、下方に開放した係止溝（１４）とを含み、
　前記第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、前記一つのフロアパネ
ルの縁部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように、設けられたタング（１０
、３０）と、前記別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタン
グ溝（９、２０）とを含み、
　前記長縁部に設けられた前記コネクタは、傾け移動によって係止されるように形成され
ており、
　前記短縁部に設けられた前記コネクタは、垂直方向重ねによって係止されるように形成
されており、
　これによって、第２列Ｒ２の新たなパネル（１’）の長縁部は、第１列Ｒ１の第１パネ
ル（１’’）の長縁部（５ｂ）に傾け移動によって連結されるように形成されており、
　前記新たなパネル（１’）の短縁部（４ｂ）及び第２列Ｒ２の第２パネル（１）の短縁
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部（４ａ）は上記傾け移動で連結されるように形成されている、フロアパネルの組におい
て、
　前記短縁部の前記タング（３０）は別の材料で形成されており、連結溝（４０）に連結
されており、
　前記タングは、前記フロアパネルを垂直方向で互いに係止するため、重ね中に水平方向
に変位し、隣接した短縁部の前記タング溝（２０）と協働するように形成された可撓性部
分を有し、
　前記長縁部及び前記短縁部の前記コネクタは、約２０ｃｍの所定の長さ（Ｗ３）に切断
された前記第２パネル及び前記新たなパネルのうちの一方のパネルが、これらのパネルが
所定の設置角度（ＩＡ）で接触位置にあるとき、及び垂直方向重ね中、他方のパネルから
遠ざかる方向に変位しないように形成されている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４０】
　請求項３９に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は、接触角度で、少なくとも三つの接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、ＣＰ
４）を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４１】
　請求項４０に記載のフロアパネルの組において、
　前記長縁部は、前記新たなパネルの上縁を前記第１パネルの上縁に押し付けたとき、前
記第１及び第２の長縁部の隣接した表面間に垂直方向上接触点（ＣＰ１）及び垂直方向下
接触点（ＣＰ２）と、水平方向内接触点（ＣＰ３）及び水平方向外接触点（ＣＰ４）を有
する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４２】
　請求項３９、４０、又は４１に記載のフロアパネルの組において、
　前記摩擦手段は、前記長縁部係止システムに設けられている、ことを特徴とするフロア
パネルの組。
【請求項４３】
　請求項４２に記載のフロアパネルの組において、
　前記摩擦手段は、小さな局所的突出部である、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４４】
　請求項４２又は４３に記載のフロアパネルの組において、
　前記摩擦手段は、前記係止システムに適用した別の材料で形成されている、ことを特徴
とするフロアパネルの組。
【請求項４５】
　請求項４４に記載のフロアパネルの組において、
　前記別の材料はワックスを含む、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４６】
　請求項３９乃至４５のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングには弓形形状部分が設けられており、長さ方向で可撓性である、ことを特徴
とするフロアパネルの組。
【請求項４７】
　請求項３９乃至４６のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記タングは可撓性突出部を含む、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４８】
　請求項３９乃至４５のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分はスナップタブである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項４９】
　請求項４７に記載のフロアパネルの組において、
　前記可撓性部分は前記ストリップパネルに設けられたスナップタブであり、前記スナッ
プタブは下方に延びている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項５０】
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　請求項３９乃至４９のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの前記コアはＨＤＦで形成されている、ことを特徴とするフロアパネルの組
。
【請求項５１】
　請求項３９乃至５０のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの厚さは約６ｍｍ乃至９ｍｍである、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項５２】
　請求項３９乃至５１のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルの長さは約１２０ｃｍを越えない、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項５３】
　請求項３９乃至５２のうちのいずれか一項に記載のフロアパネルの組において、
　前記パネルは、約２０ｃｍ以上の幅を有する、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項５４】
　フロアパネル（１、１’、１’’）を垂直方向重ねによって連結する設置方法であって
、
　前記パネルは、これらのパネルを垂直方向及び水平方向で係止するため、長縁部（９、
１０、６、８、１４）に設けられた傾け係止システム及び短縁部に設けられ垂直方向重ね
システム（２０、３０、６、８、１４）を有し、
　第１パネル（１’’）及び第２パネル（１）は、長縁部が互いに連結された状態で下張
り床に平らに設置されている、方法において、
ａ）傾け位置にある新たなパネル（１’）の長縁部（５ａ）を、第１パネル（１’’）の
長縁部（５ｂ）の上部分と接触させる工程と、
ｂ）新たなパネル（１’）の短縁部（４ｂ）を第２パネルの短縁部（４ａ）と接触させ、
新たなパネルを、長縁部及び／又は短縁部に設けられた係止システムによってこの位置に
維持する工程と、
ｃ）前記新たなパネルの短縁部区分（４ｂ）を下張り床に向かって下方に押する工程と、
ｄ）第１パネル、第２パネル、及び第３パネルを、垂直方向重ねによって、互いに連結す
る工程とを含む、ことを特徴とする方法。
【請求項５５】
　請求項５４に記載の方法において、
　前記第１パネルの前記上縁部を、前記新たなパネルの前記上縁部に、前記主平面に対し
て約１０°の角度で押し付けたとき、前記第１及び第２の長縁部の隣接した表面間で、前
記長縁部が垂直方向上接触点（ＣＰ１）及び垂直方向下接触点（ＣＰ２）、及び水平方向
内接触点（ＣＰ３）及び水平方向外接触点（ＣＰ３）を持つ位置に前記パネルを置く工程
を有する、ことを特徴とする方法。
【請求項５６】
　請求項５４に記載の方法において、
　前記第１パネルの前記上縁部を前記新たなパネルの前記上縁部に接触角度で押し付けた
とき、前記第１及び第２の長縁部の隣接した表面間で、前記長縁部が垂直方向上接触点（
ＣＰ１）及び垂直方向下接触点（ＣＰ２）、及び水平方向内接触点（ＣＰ３）及び水平方
向外接触点（ＣＰ３）を持つ位置に前記パネルを置く工程を含む、ことを特徴とする方法
。
【請求項５７】
　フロアボードを垂直方向で係止するための可撓性タングにおいて、
　前記可撓性タングは、二つの可撓性部分からなり、これら可撓性部分はパネル縁部に形
成された溝の内部分に配置されるように形成された可撓性内部分と、前記溝の外部分に配
置されるように形成された可撓性外部分とを含む、ことを特徴とする可撓性タング。
【請求項５８】
　押出し可撓性タングにおいて、
　前記タングは、表面部分が均等化されている、ことを特徴とする押出し可撓性タング。
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【請求項５９】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体化されており、隣接した縁部を垂直方向及び
水平方向で連結するように形成されており、
　前記長縁部は、傾け移動によって係止されるように形成されており、
　前記短縁部は、垂直方向重ねによって係止されるように形成されている、フロアパネル
の組において、
　前記長縁部の前記コネクタ（９、１０、６、８、１４）は、一つのパネル（１’）の上
縁部を、別のパネル（１’’）の上縁部に、主平面（ＨＰ）に対して少なくとも１０°の
角度で押し付けたとき、前記コネクタの隣接した部分間に少なくとも三つの別々の接触点
（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３、ＣＰ４）又は接触面を有する、ことを特徴とするフロアパネ
ルの組。
【請求項６０】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体化されており、隣接した縁部を垂直方向及び
水平方向で連結するように形成されており、
　前記長縁部は、傾け移動によって係止されるように形成されており、
　前記短縁部は、垂直方向重ねによって係止されるように形成されている、フロアパネル
の組において、
　前記長縁部の前記第１及び第２のコネクタは、前記上接合縁が接触した状態で前記パネ
ルが同じ圧力（Ｆ１）で互いに押し付けられるとき、前記長縁部に沿った摩擦力が、設置
角度（ＩＡ）において、接触角度（ＣＡ）におけるよりも小さいように形成されており、
これによって、前記設置角度は約２５°であり、前記接触角度は、縁部区分と前記隣接し
た短縁部との間の初期接触と対応する低い角度である、ことを特徴とするフロアパネルの
組。
【請求項６１】
　第１及び第２のコネクタ（９、１０、６、８、１４、２０、３０）が設けられた長縁部
（５ａ、５ｂ）及び短縁部（４ａ、４ｂ）を各々有する本質的に同じフロアパネル（１、
１’、１’’）の組であって、
　前記コネクタは、前記フロアパネルと一体化されており、隣接した縁部を垂直方向及び
水平方向で連結するように形成されており、
　前記長縁部は、傾け移動によって係止されるように形成されており、
　前記短縁部は、垂直方向重ねによって係止されるように形成されている、フロアパネル
の組において、
　前記短縁部の前記コネクタ（９、１０、６、８、１４）は、前記短縁部を水平方向で係
止するように設計された係止面を係止溝（１４）と係止エレメント（８）との間に有し、
これによって、前記係止面は本質的に垂直であり、前記フロアパネルの前記厚さＴの少な
くとも約０．１倍の高さに亘って延びている、ことを特徴とするフロアパネルの組。
【請求項６２】
　二つの同様のフロアパネルの隣接した縁部を垂直方向及び水平方向で係止するための、
隣接した縁部を垂直方向重ね又は垂直方向係止で係止できる、短縁部係止システムにおい
て、
　前記係止システムは、ストリップ（６）、係止エレメント（８）、前記パネルの一方の
前記コアと一部品で形成された、又は前記パネルに連結された別の材料で形成された可撓
性タング（３０）を縁部に有し、
　前記タングは下方に延びており、アンダーカット溝（７１）が前記可撓性タング（３０
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）の後側に形成されている、ことを特徴とする短縁部係止システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、全体として、設置を容易にする、可撓性で変位可能なタングを持つ機械式係
止システムを備えたフロアパネルの分野に関する。本発明は、新たな改良係止システム及
び設置方法を提供する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明は、詳細には、長縁部及び短縁部を持つ矩形のフロアパネル用の機械式係止シス
テムに関するが、これに限定されない。長縁部及び短縁部という用語は、単に説明を簡単
にするために使用されるということを強調しておかなければならない。パネルは、正方形
であってもよい。しかしながら本発明は、一般的には、建築用パネルにも適用できる。更
に詳細には、本発明は、パネルの四つの縁部全てを一回の傾け作用によって他のパネルに
対して係止できる種類の機械式係止システムに関する。この機械式係止システムは、好ま
しくは、建築用パネルの設置を容易にするため、可撓性又は部分的に可撓性のタング及び
／又は変位可能なタング及び／又は可撓性タングストリップを含む。
【０００３】
　この種のフロアパネルは、ＷＯ２００６／０４３８９３に記載されている。この文献に
は、水平方向で係止するため、係止溝と協働する係止エレメントと、垂直方向で係止する
ため、タング溝と協働する可撓性タングとを含む係止システムを備えたフロアパネルが開
示されている。可撓性タングは、フロアパネルの連結中に水平平面内で曲がり、垂直方向
重ねによって又は垂直方向移動だけでパネルを設置できる。「垂直方向重ね」という用語
は、第１及び第２のパネルが連結状態にあり、「重ねパネル」と呼ぶ新たなパネルの一回
の傾け作用で、新たなパネルの二つの垂直な縁部を第１及び第２のパネルに同時に連結し
た三つのパネルの連結を意味する。このような連結は、例えば、第１列の第１パネルが第
２列の第２パネルの長縁部に既に連結されている場合に行われる。次いで、傾け移動によ
り、新たな重ねパネルを第１列の第１パネルの長縁部に連結する。この特定の種類の傾け
作用は、更に、新たな重ねパネルの短縁部と第２パネルとを連結し、「垂直方向重ね」と
呼ばれる。これらの短縁部は、パネルを傾けによって下張り床まで下ろすとき、互いに徐
々に重ねられ、一方の縁部部分から他方の縁部部分まで鋏みを閉じるように係止する。二
枚のパネルは、パネル全体を専ら垂直方向移動によって別のパネルに対して下ろすことに
よって連結することもできる。この特定の種類の係止を「垂直方向係止」と呼ぶ。垂直方
向重ねによって係止されるように設計されたフローリングシステムの第１列は、多くの場
合、垂直方向係止によって連結される。この場合、一つの短縁部を別の短縁部に向かって
垂直方向に押し下げる。他の列は、垂直方向重ねによって連結される。列を垂直方向係止
で連結することによってもフロア全体を設置できる。次いで、完成した列を前に設置した
列に傾けによって連結する。
【０００４】
　更に、同様のフロアパネルがＷＯ２００６／０１６６５４に記載されている。この文献
には、可撓性タブを備えたタング含む係止システムが開示されている。タングは、本質的
に垂直方向に延びており且つ曲がり、垂直方向で係止するため、タブのチップがタング溝
と協働する。
【０００５】
　この種の垂直方向係止及び垂直方向重ねにより、可撓性タング又はタングの可撓性部分
が長縁部の傾け中に水平方向に変位するとき、短縁部に分離圧力を発生する。本発明者は
、幾つかの種類のフロアパネルを分析し、短縁部が設置中に互いから押し離され、短縁部
の縁部部分間に隙間が形成されるという大きな危険があることを発見した。このような隙
間は、これ以上の設置の邪魔になり、フロアパネルを連結することができなくなる。更に
、短縁部の係止システムに重大な損傷を生じる場合がある。設置中にフロアボードを短縁
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部に向かって側方に押すことにより、隙間をなくすことができる。しかしながら、このよ
うな設置方法は複雑であり、使用が困難である。これは、以下に説明するように、長縁部
の下方への傾けと関連して、三つの作用を組み合わせて同時に使用しなければならないた
めである。即ち、
ａ）新たなフロアパネルの縁部を、フロア上に設置した第１フロアパネルと接触させ、新
たなパネルの長縁部を、傾け位置で、第１パネルに向かって前方に押圧しなければならず
、
ｂ）新たなパネルを、押圧され且つ上方に傾けた位置で側方に変位させ、タングから逆方
向に及ぼされる圧力に対抗するため、フロア上に設置した第２フロアパネルの短縁部に側
方に押し付けなければならず、
ｃ）新たなパネルを、最終的に、フロアに向かって下方に傾けなければならず、傾け作用
中、前方及び側方への圧力を維持しなければならない。
【０００６】
　本発明者は、パネルの厚さが小さく、長縁部に小さくコンパクトな係止システムが設け
られている場合、又はパネルコアが高密度ファイバボード（ＨＤＦ）等の表面が滑らかな
材料で形成されている場合、分離及び設置の問題が生じるということを発見した。こうし
た問題は、パネルが短い場合にも生じ、又は各列の最初のパネル又は最後のパネルの設置
と関連して生じる。これは、壁の位置に対してフロアを適合するため、設置が、一般的に
は、比較的小さい長さに切断したパネルを用いて行われるためである。勿論、分離の問題
は、垂直方向重ね中に大きな水平方向分離圧力を発生する強い可撓性タングを持つ係止シ
ステムを使用する任意の種類のパネルにおいて、取り扱いが極めて困難である。このよう
な強いタングは、高品質の垂直方向連結を必要とする多くの用途で非常に重要であり、こ
のような可撓性タングを持つパネルは、周知の設置方法で設置するのが非常に困難である
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】ＷＯ２００６／０４３８９３
【特許文献２】ＷＯ２００６／０１６６５４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、垂直方向重ね又は垂直方向係止によって設置するようになったフローリング
の分離の問題点を解決することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本明細書中以下の説明において、設置したフロアパネルの見える方の表面を「前面」と
呼ぶのに対し、下張り床に面するフロアパネルの反対側を「後面」と呼ぶ。前面と後面と
の間の縁部を「接合縁」と呼ぶ。「水平平面」という用語は、表面層の外部分と平行に延
びる平面を意味する。接合された二枚のフロアパネルの二つの隣接した接合縁のぴったり
と向き合った並置された上部分が、水平平面に対して垂直な「垂直平面」を形成する。
【００１０】
　「接合部」又は「係止システム」は、フロアパネルを垂直方向及び／又は水平方向で連
結する協働連結手段を意味する。「機械式係止システム」は、接着剤を用いずに行うこと
ができる接合を意味する。「と一体化した」というのは、パネルと一部品で形成された、
又は工場でパネルに連結されたということを意味する。
【００１１】
　「可撓性タング」は、接合縁に沿った長さ方向を持つ別体のタングを意味し、これは、
垂直方向係止システムの一部を形成し、係止中に少なくとも部分的に水平方向に変位でき
る。例えば、タング全体を曲げることができてもよく、又は係止位置まで曲げることがで



(12) JP 2011-503388 A 2011.1.27

10

20

30

40

50

きる、又は曲げることができ且つその初期位置にばね作用で戻ることができる可撓性で弾
性の部分を備えていてもよい。
【００１２】
　「傾け移動」は、旋回移動によって行われる連結を意味する。傾け移動中、連結される
又は取り外される二つの部分間で角度の変化が生じる。傾け移動が二つのフロアパネルの
連結と関連している場合には、角度移動が、この移動の少なくとも部分中に、互いに少な
くとも部分的に接触した接合縁の上部分で生じる。
【００１３】
　「傾け係止システム」は、二つの隣接した縁部を垂直方向で係止するタング及び溝と、
「ストリップパネル」と呼ばれるパネルの一つの縁部の、係止エレメントが設けられた係
止ストリップであって、「溝パネル」とばれるパネルの他方の縁部の係止溝と協働し、こ
れらの縁部を水平方向で係止する係止ストリップとを含む、傾けによって垂直方向及び水
平方向で連結できる機械式係止システムを意味する。係止エレメント及び係止溝は、係止
エレメントを係止溝内に案内する全体に丸みを付けたガイド面と、縁部間を係止し、水平
方向分離を阻止する係止面とを有する。
【００１４】
　「設置角度」は、一方のパネルが上方に傾けた位置にあり、その上縁部が、下張り床に
平らに設置した別のパネルの上縁部に押し付けられた傾け設置の初期段階で、二つのパネ
ル間で一般的に使用される角度を意味する。設置角度は、一般的には約２５°であり、こ
の位置において、ストリップパネルと溝パネルとの間には接触点が二つしかない。非常に
特殊な場合には、コネクタ間に二つ以上の接触点があり、設置角度が２５°よりも大きい
。
【００１５】
　「三点接触角度」は、係止システムの部分間に少なくとも三つの接触点がある場合の傾
け中の二つのフロアパネル間の角度を意味する。
【００１６】
　「接触角度」は、一つのパネルの短縁部を、水平方向に変位されるようになった可撓性
タングの部分と最初に接触させたときの重ねパネルの角度を意味する。可撓性タングは、
短縁部の垂直方向係止で作用する。
【００１７】
　「ガイド角度」は、傾け中、係止ストリップ及び／又は係止溝の係止エレメントのガイ
ド面が互いに接触した場合、又は係止エレメントの上部分又は係止溝の下部分の夫々と接
触した場合の二つのフロアパネル間の角度を意味する。ガイド面は、多くの場合、丸みが
付けてあるか或いは面取りが施してある部分であり、傾け中、パネルの上縁部を互いに向
かって押し付け、係止溝への係止エレメントの挿入を容易にする。市販の多くの係止シス
テムのガイド角度は、約５°である。
【００１８】
　「係止角度」は、係止エレメント及び係止溝の作用係止面が最初に互いにぴったりと接
触したときの、傾け作用の最終段階での二つのパネル間の角度を意味する。多くの係止シ
ステムの係止角度は、約３°又はそれ以下である。
【００１９】
　「摩擦角度」は、設置角度からの傾け中、二つ以上の接触点が傾け係止システムで作用
し、長縁部に沿った変位を妨げるため、長縁部に沿った摩擦が大幅に増大するときの角度
を意味する。
【００２０】
　「タング圧力」は、タングが所定位置にある場合のＮ単位で表した圧力を意味する。「
最大タング圧力」は、垂直方向重ね中にタングが内位置にある場合のタングの圧力を意味
し、「タング予備張力」は、タングがタング溝の一部に押し付けられた場合の係止位置で
のタング圧力を意味する。
【００２１】
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　本発明は、垂直方向重ねで設置されたフロアパネルの設置を改善する、設置中の短縁部
の分離に抗する又は分離を阻止する機械式係止システムを備えたフロアパネル又はフロー
ティングフローリングの組に関する。
【００２２】
　本発明は、分離の問題が、主として、長縁部の係止システムと関連しているという第１
の基本的理解に基づく。パネルを傾けで係止するのに使用される全ての周知の係止システ
ムは、フロアパネルが互いに対して初期角度位置にある場合、接合部に沿って変位するの
が非常に容易である。摩擦は、フロアパネルがほぼ係止位置にあるとき、低い角度で大幅
に増大する。このことは、角度が大きい場合、及び垂直重ねを可能にするために可撓性タ
ングの一部を水平方向に押圧しなければならない場合、長縁部間の摩擦が、垂直方向重ね
の初期段階中の短縁部の変位を阻止する上で十分でないということを意味する。長縁部間
の摩擦は、多くの係止システムでは、低い角度で増大する。しかし、このことは、短縁部
が既に分離されており、短縁部の係止システムが低い角度での摩擦に打ち勝つことができ
ず、短縁部を互いに引っ張ることができないため、不利である。分離のため、設置が更に
困難になる。これは、設置中にパネルを傾けて側方に押圧しなければならないためであり
、短縁部の係止システムが損傷するという大きな危険がある。
【００２３】
　本発明の主な目的は、短縁部間の分離の問題を解決することである。これは、現在の技
術とは逆に、長縁部が傾け位置にあり且つ最終係止位置に至る前に長縁部間の摩擦を増大
することによって行われる。長縁部間の摩擦の増大は、垂直方向重ね中、可撓性タングが
フロアパネルを互いから遠ざかる方向に押圧する場合、長縁部の接合部に沿った変位に対
抗し、場合によってはこの変位をなくし、このような設置中の短縁部の分離に対抗し、場
合によってはこの分離をなくす。
【００２４】
　本発明は、長縁部係止システム及び短縁部係止システムの組み合わせ機能が、垂直方向
重ねで設置されるように設計されたフロアにおいて重要であるという第２の理解に基づく
。長縁部係止システム及び短縁部係止システムは、簡単に容易に且つ信頼性を以て設置す
るため、互いに対して適合するようになっていなくてはならない。
【００２５】
　本発明は、夫々の利点を提供する様々な特徴に従って長縁部及び短縁部の係止システム
の新たな実施例を提供する。本発明にとっての有用な領域は、任意の形状及び材料、例え
ば積層体でできたフロアパネル、特に熱硬化性樹脂、木材、ＨＤＦ、ベニヤ、又は石材を
含む表面材料を持つパネルである。
【００２６】
　本発明は、第１の原理によれば、長縁部に係止システムが設けられたフロアパネルを提
供する。この係止システムは、パネルを垂直方向重ねで連結するとき、現在周知の技術で
使用されているよりも大きい所定角度で、接合部に沿った変位が起らないようにする。
【００２７】
　本発明は、第１の原理の一実施例によれば、長縁部及び短縁部を各々有する本質的に同
じフロアパネルの組を提供する。フロアパネルには、第１及び第２のコネクタが一体に設
けられている。コネクタは、隣接した縁部を連結するように形成されている。第１コネク
タは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結するため、一つの
フロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメントを持つ係止スト
リップと、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた、下方に開放した係止溝とを含
む。第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、一つのフロアパネルの縁
部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように設けられたタングと、別のフロア
パネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタング溝とを含む。長縁部のコネ
クタは、傾け移動によって係止されるように形成されており、短縁部のコネクタは、垂直
方向重ねによって係止されるように形成されている。第２列の新たなパネルの長縁部は、
第１列の第１パネルの長縁部に傾けによって連結されるように形成されている。新たなパ
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ネルの短縁部及び第２列の第２パネルの短縁部は、同じ角度移動で連結されるように形成
されている。長縁部のコネクタは、新たなパネルの上縁を、第１パネルの上縁に、主平面
に対して少なくとも約１０°の所定角度で押し付けたとき、コネクタの隣接した部分間に
少なくとも三つの別々の接触点又は接触面を有する。
【００２８】
　本発明の第１の原理によるフロアパネルの長縁部は、１０°の傾け角度で三つの接触点
を持つため、長縁部間に大きな摩擦が発生し、この摩擦が、垂直方向重ね中のタングの圧
力による短縁部の変位に抗し、又は阻止する。これにより、可撓性タングを形成でき、こ
の可撓性タングを、長縁部と近接して、例えば長縁部から約１５ｍｍの距離のところに配
置される初期接触点で短縁部に位置決めできるという利点が得られる。これにより、短縁
部のかなりの長さに亘って垂直方向で係止できる。
【００２９】
　幾つかの実施例では、三点接触角度が１０°よりも大きい場合、好ましくは、１５°又
はこれよりも大きい場合、改良された設置機能を得ることができる。他の実施例では、設
置を容易にするため、１８°以上又は場合によっては２０°以上を必要とする。
【００３０】
　本発明の第２の原理によれば、短縁部に設けられた好ましくは可撓性のタング及び長縁
部に設けられた係止システムの位置及び形状は、パネルを設置角度から接触角度まで下方
に傾けたとき、可撓性タングを垂直方向重ね作用により隣接した短縁部と初期接触接触し
たとき、及び更に傾けることにより可撓性タングの第１可撓性縁部を水平方向に変位させ
、短縁部に水平方向分離圧力を発生したとき、長縁部に沿った摩擦が増大するようになっ
ている。
【００３１】
　本発明は、この第２の原理の一実施例によれば、長縁部及び短縁部を各々有する本質的
に同じフロアパネルの組を提供する。フロアパネルには、第１及び第２のコネクタが一体
に設けられている。コネクタは、隣接した縁部を連結するように形成されている。第１コ
ネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結するため、一
つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメントを持つ係止
ストリップと、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた、下方に開放した係止溝と
を含む。第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、一つのフロアパネル
の縁部に、この縁部に対して直交する水平方向に延びるように設けられたタングと、別の
フロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタング溝とを含む。長縁部
のコネクタは、傾け移動によって係止されるように形成されており、短縁部のコネクタは
、垂直方向重ねによって係止されるように形成されている。第２列の新たなパネルの長縁
部は、第１列の第１パネルの長縁部に傾け移動によって連結されるように形成されている
。新たなパネルの短縁部及び第２列の第２パネルの短縁部は、上記傾け移動で連結される
ように形成されている。短縁部のタングは、別の材料で形成されており、連結溝に連結さ
れており、第１パネルの長縁部と近接して配置された縁部区分に可撓性部分を有する。縁
部区分は、重ね中に水平方向に変位し、隣接した短縁部のタング溝と協働し、フロアパネ
ルを互いに垂直方向で係止するように形成されている。長縁部の第１及び第２のコネクタ
は、上接合縁が接触した状態でパネルを同じ圧力で互いに押し付けたとき、長縁部に沿っ
た摩擦力が、設置角度において、接触角度におけるよりも小さいように形成されている。
設置角度は２５°であり、接触角度はこれよりも小さく、縁部区分と隣接した短縁部との
間の初期接触と対応する。
【００３２】
　接触角度での長縁部間の摩擦は、多くの様々な方法で、例えば接触点間の圧力を増大す
ることによって、及び／又は第１及び第２の連結部間の接触点での接触面の大きさを大き
くすることによって、及び／又は接触点の数を２個から３個へ、又は３個から４個へ増や
すことによって増大できる。
【００３３】
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　本発明の第３の原理によれば、長縁部に係止システムを摩擦手段によって提供する。こ
れは、長縁部のコネクタ間に接触点が二つしかない場合、摩擦が、傾け位置の長縁部に沿
って高いことによってなされる。
【００３４】
　本発明は、この第３の原理の一実施例によれば、長縁部及び短縁部を各々有する本質的
に同じフロアパネルの組を提供する。フロアパネルには、第１及び第２のコネクタが一体
に設けられている。コネクタは、隣接した縁部を連結するように形成されている。第１コ
ネクタは、隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結するため、一
つのフロアパネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメントを持つ係止
ストリップと、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた、下方に開放した係止溝と
を含む。第２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、一つのフロアパネル
の縁部に、この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように設けられたタングと、別のフ
ロアパネルの隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタング溝とを含む。長縁部の
コネクタは、傾け移動によって係止されるように形成されており、短縁部のコネクタは、
垂直方向重ねによって係止されるように形成されている。第２列の新たなパネルの長縁部
は、第１列の第１パネルの長縁部に傾けによって連結されるように形成されている。新た
なパネルの短縁部及び第２列の第２パネルの短縁部は、上記傾け移動で連結されるように
形成されている。短縁部のタングは、別の材料で形成されており、連結溝に連結されてお
り、フロアパネルを垂直方向で互いに係止するため、重ね中に水平方向に変位し、隣接し
た短縁部のタング溝と協働するように形成された可撓性部分を有する。長縁部の第１及び
第２のコネクタは、パネルが所定の角度をなし、第１及び第２のコネクタ間に接触点が二
つしかない場合、長縁部に沿った摩擦を増大するように形成された摩擦手段を含む。
【００３５】
　摩擦手段は、係止システムで三つ又はそれ以上の接触点がある場合、比較的低い角度で
作動でき、又は作動できない。
【００３６】
　第３の原理は、長縁部に沿った摩擦を、比較的高い角度でも、例えば設置角度でも、大
きくできるという利点を提供する。これは、図４ｂ及び図４ｃに示す垂直方向重ねの初期
段階中の長縁部の変位によって可撓性タングの縁部を圧縮する設置方法と関連して使用で
きる。摩擦手段は、垂直方向重ね中、長縁部に沿った変位及び短縁部の分離を阻止し又は
これに抗する。
【００３７】
　このような摩擦手段は、例えば、回転工具又は圧力ホイールによって、係止システムの
部分に、例えばタングに及び／又は係止ストリップに小さな突出部として機械的に形成さ
れたデバイスを含む。これらのデバイスは、長縁部に沿った摩擦を増大するために係止シ
ステムに適用した化学物質又は小粒子を含んでいてもよい。
【００３８】
　本発明の第４の原理によれば、長縁部及び短縁部に係止システムが設けられたフローリ
ングシステムが提供される。この場合、フロアパネルは垂直方向重ねで係止でき、短縁部
に設けられた好ましくは可撓性のタングの位置、形状、及び材料特性を、コネクタを含む
長縁部係止システムと組み合わせることにより、２０ｃｍの長さにカットしたフロアパネ
ルを同じ列の他のパネルに垂直方向重ねで連結でき、長縁部間の摩擦により短縁部の分離
を阻止する。
【００３９】
　この第４の原理の一実施例によれば、長縁部及び短縁部を各々有する本質的に同じフロ
アパネルの組を提供する。フロアパネルには、第１及び第２のコネクタが一体に設けられ
ている。コネクタは、隣接した縁部を連結するように形成されている。第１コネクタは、
隣接した縁部を、隣接した縁部に対して直交する水平方向に連結するため、一つのフロア
パネルの縁部に設けられた、上方に差し向けられた係止エレメントを持つ係止ストリップ
と、別のフロアパネルの隣接した縁部に設けられた、下方に開放した係止溝とを含む。第
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２コネクタは、隣接した縁部を垂直方向で連結するため、一つのフロアパネルの縁部に、
この縁部に対して垂直に水平方向に延びるように設けられたタングと、別のフロアパネル
の隣接した縁部に設けられた水平方向に開放したタング溝とを含む。長縁部に設けられた
コネクタは、傾けによって係止されるように形成されており、短縁部に設けられたコネク
タは、垂直方向重ねによって係止されるように形成されている。第２列の新たなパネルの
長縁部は、第１列の第１パネルの長縁部に傾け移動によって連結されるように形成されて
いる。新たなパネルの短縁部及び第２列の第２パネルの短縁部は、上記傾け移動で連結さ
れるように形成されている。短縁部のタングは別の材料で形成されており、連結溝に連結
されており、タングは、フロアパネルを垂直方向で互いに係止するため、重ね中に水平方
向に変位し、隣接した短縁部のタング溝と協働するように形成された可撓性部分を有する
。長縁部及び短縁部のコネクタは、約２０ｃｍの所定の長さに切断された第２パネル及び
新たなパネルのうちの一方のパネルが、これらのパネルが所定の設置角度で接触位置にあ
るとき、及び垂直方向重ね中、他方のパネルから遠ざかる方向に変位しないように形成さ
れている。
【００４０】
　第４の原理は、このような係止システムを持つフロアパネルを高い精度で設置できると
いう利点、及びパネルを小さなピースにカットし、列の最初のパネル又は最後のパネルと
して設置する場合でも短縁部の分離が生じないという利点を提供する。問題点即ち望まし
からぬ隙間を形成する上で０．０１ｍｍの数倍の分離で十分である。これは、フロアの表
面上で視覚的に確認でき、水分を接合部に侵入させてしまう。
【００４１】
　本発明の第２の目的は、フロアパネルを垂直方向重ねによって連結する設置方法を提供
することである。これらのパネルは、これらのパネルを垂直方向及び水平方向で係止する
ため、長縁部に設けられた傾け係止システム及び短縁部に設けられ垂直方向重ねシステム
を有する。これによって、第１パネル及び第２パネルは、長縁部が互いに連結された状態
で下張り床に平らに設置される。この方法は、
ａ）傾け位置にある新たなパネルの長縁部を、第１パネルの長縁部の上部分と接触させる
工程と、
ｂ）新たなパネルの短縁部を第２パネルの短縁部と接触させ、新たなパネルを、長縁部及
び／又は短縁部に設けられた係止システムによってこの位置に維持する工程と、
ｃ）新たなパネルの短縁部区分を下張り床に向かって下方に押し、これによって第１パネ
ル、第２パネル、及び第３パネルを、垂直方向重ねによって、互いに連結する工程とを含
む、ことを特徴とする。
【００４２】
　この設置方法により、例えば係止エレメントの上部分及び係止溝の下部分によって、フ
ロアパネルを上方に傾けた位置に維持する。これにより設置が容易になる。これは、設置
者が、手の位置を、パネルを設置角度にする位置から、このパネルの短縁部区分を下張り
床に向かって押し下げるのに適当な位置まで、変えることができるためである。上縁部を
所定角度で互いに押し付ける作用、短縁部が分離しないようにパネルを側方に押圧する作
用、及びパネルをフロアに押し下げる作用を含む組み合わせ作用をなくすことができ、そ
の代わりに三つの別々の独立した作用を行うという利点が得られる。
【００４３】
　本発明の第３の目的は、長縁部及び／又は短縁部で使用できる、特に分離の問題を小さ
くするように設計された新規な係止システム又は係止システムの組み合わせを提供するこ
とである。これらの係止システムは、勿論、任意の種類のフロアボード又は建築用パネル
を短縁部及び／又は長縁部のところで連結するのに別々に使用してもよい。
【００４４】
　この第３の目的の第１の特徴によれば、二つの可撓性部分、即ち変位溝の内部分に配置
された可撓性内部分、及び変位溝の外部分に配置された可撓性外部分を含む可撓性タング
が提供される。この可撓性外部分は、別のパネルの隣接した縁部のタング溝内に係止する
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。内部分は、好ましくは、外部分よりも可撓性が大きく、好ましくは、パネルを垂直方向
で係止する比較的剛性の外部分よりも大きく変位できる。本発明は、強度及び低い変位抵
抗を組み合わせることができる。
【００４５】
　この第３の目的の第２の特徴によれば、好ましくは可撓性のタングを持つ短縁部係止シ
ステムを、傾け移動によって係止できるコンパクトなタング係止システムと組み合わせる
。このような係止システムは、対費用効果に優れており、望ましい形状を備えており、傾
け移動中に長縁部に沿って大きな摩擦を発生する係止システムを設計するのに使用できる
。このようなタング係止システムは、長縁部係止システムの代わりに、上文中に説明した
全ての原理及び方法の突出したストリップを使用する。本発明のこの実施例は、隣接した
縁部を水平方向及び垂直方向で連結するため、一つのフロアパネルの縁部のタングの上部
分に、上方に差し向けられた係止エレメントが設けられた第１コネクタと、別のフロアパ
ネルの隣接した縁部のアンダーカットタング溝に、下方に延びる係止溝が配置された第２
コネクタとを有する。長縁部に設けられたコネクタは、この実施例でも傾けで係止される
ように形成されており、短縁部に設けられたコネクタは、垂直方向重ねで係止されるよう
に形成されている。一例として、第１の原理によれば、長縁部に設けられたコネクタは、
新たなパネルの上縁を第１パネルの上縁に、主平面に対して少なくとも１０°の所定角度
で押し付けたとき、隣接したコネクタ対間に少なくとも三つの別々の接触点又は接触面を
持つと言うことができる。
【００４６】
　この第３の目的の第３の特徴によれば、垂直方向重ね中の長縁部の変位に抗する又は阻
止する、好ましくは可撓性のタングを持つ短縁部係止システムが提供される。係止システ
ムは、上文中に説明したように、係止エレメントを持つストリップと、ストリップパネル
の別体の可撓性タングと、重ねパネルのタング溝及び係止溝とを含む。係止溝の係止面は
本質的に垂直であり、垂直平面ＶＰと平行であり、好ましくは、フロアの厚さの少なくと
も０．１倍の高さを有する。係止システムは、好ましくは、重ねパネルと可撓性タングと
の間に接触がない場合、所定の係止角度で、係止エレメントの上部分の係止面が係止溝の
係止面の下部分と接触するように設計されている。本質的に垂直な係止面により、更に傾
けてタングが重ねパネルと接触するとき、分離を生じない。好ましい実施例では、係止面
の一部が突出部上に及びキャビティ内に配置される。
【００４７】
　上文中に説明した原理のうちの二つ又はそれ以上、又は場合によっては全ての原理を組
み合わせてもよく、本願に説明した係止システムの全ての実施例は、長縁部及び／又は短
縁部を連結するため、組み合わせて又は独立して使用できる。添付図面は、単に様々な実
施例を示すのに使用されるに過ぎない。これらの実施例は、互いに連結されるようになっ
た同じ又は異なる種類のパネルの長縁部及び短縁部で、様々な組み合わせで使用できる。
パネルの長縁部及び／又は短縁部に設けられた全ての係止システムは、コアと一部分をな
して形成されていてもよいし、別の材料で形成されていてもよく、例えば、設置中にフロ
アパネルと一体化でき又は連結できる別体のタング及び／又はストリップであってもよい
。係止溝及び／又はタング溝もまた、別の材料で形成されていてもよい。このことは、本
発明が、更に、短縁部に設けられた一部品係止システムを含むということを意味する。こ
の場合、例えばタング及び／又はストリップ及び／又は係止エレメント等の係止システム
の部分は可撓性であり、好ましくは、木材ファイバをベースとした材料、例えばＨＤＦで
形成されており、このような係止システムが、係止中、分離力を発生する場合には、垂直
方向重ねによって係止できる。別体の木材ファイバをベースとした材料は、更に、例えば
接着によってパネル縁部に連結されていてもよく、これは、上文中に説明した一部品シス
テムと同様の方法で、機械加工によって係止システムに形成できる。
【００４８】
　本発明は、全ての種類のフローリングにおいて有用である。しかしながら、長縁部に沿
った摩擦が小さい例えば４０ｃｍ乃至１２０ｃｍの短いパネル、可撓性タングが長く、大
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きなタング圧力を発生する幅が２０ｃｍよりも大きい広幅のパネル、及び／又は例えばＨ
ＤＦ、コンパクト積層体又はプラスチック材料等で形成されたコアを持つパネル、及び係
止システムの非常に滑らかで低摩擦の表面のために摩擦が小さいパネルに特に適している
。本発明は、厚さが例えば６ｍｍ乃至９ｍｍの薄いパネル、更に好ましくは８ｍｍ又はこ
れよりも薄いパネル、特にコンパクトな係止システム、例えば６ｍｍよりも短い係止スト
リップが長縁部に設けられたパネルでも有用である。これは、こうしたフロアパネル及び
／又はこのような係止システムが低摩擦び小さな接触面を備えているためである。
【００４９】
　上文中に説明した一つの原理又は幾つかの原理に従って形成されたフローリングシステ
ムにより、幾つかの利点を得ることができる。第１の利点は、簡単な方法で、及び／又は
フロアボードの短縁部が分離しないようにするために設置中に圧力を側方に加えることを
必要とせずに、設置を行うことができるということである。第２の利点は、重ね中に係止
システムに亀裂を発生することがある、縁部の分離の危険が大幅に減少するということで
ある。第３の利点は、パネルを垂直方向で比較的高い強度で及び／又は大きなタング予備
張力で係止できる比較的剛性であり且つ強いタングで係止システムを形成できるというこ
とである。係止位置での最大タング圧力及び／又は予備張力圧力が大きいこのようなタン
グは、垂直方向重ね中、大きな分離力を発生する。第４の利点は、長縁部の近くに可撓性
タングを位置決めでき、このようなタングが比較的高い接触角度で分離圧力を発生するに
も関わらず、信頼性のある係止機能を得ることができるということである。
【００５０】
　初期接触摩擦及び／又は設置摩擦の計測は、以下の原理に従って行わなければならない
。垂直方向重ね作用の初期段階中、垂直方向係止で作用する可撓性タングの第１縁部区分
が短縁部と最初に接触するとき、新たなフロアボード及び／又は第１フロアボードの接触
角度を計測しなければならない。パネルを１０Ｎの通常の設置圧力で互いに押し付けると
き、この接触角度で２００ｍｍの試料の長縁部に沿った接触摩擦を計測しなければならな
い。設置摩擦は、同じ方法で、２５°の設置角度で計測しなければならない。設置摩擦は
、少なくとも、設置圧力よりも５０％高くなければならない。
【００５１】
　突出部、ブラシ状ファイバ、スクレープト縁部等の機械的デバイスが係止システムに設
けられた摩擦手段は、検出が容易である。化学物質は比較的困難である。
【００５２】
　設置角度でのフロアボード間の摩擦を増大するため機械的デバイス、化学物質、含浸、
コーティング、別の材料等のうちのいずれが使用されているのかが明らかでない場合には
、摩擦手段により増大した摩擦を計測するため、別の方法を使用しなければならない。元
々の試料と本質的に同じ設計の新たな係止システムを、同じ元来のフロアパネル及びコア
材料から製造しなければならない。摩擦は、同じ設置角度及び圧力で計測しなければなら
ず、二つの試料の間の摩擦即ち元々の試料と新たな試料との間の摩擦を比較しなければな
らない。この試験方法は、勿論、コア全体が摩擦増大材料を含んでいないということを仮
定して行われる。
【００５３】
　ＨＤＦをベースとした市販の多くのフロアパネルを試験し、その結果、長縁部が他の長
縁部に２５°の角度で１０Ｎの圧力で押し付けられる試料の摩擦が約１０Ｎ又はそれ以下
であるという結果を得た。これは、垂直方向重ね中に短縁部が変位しないようにするには
小さ過ぎる。摩擦手段は、摩擦を大幅に増大できる。
【００５４】
　設置角度は、縁部が可撓性タングの部分と初期接触したときの新たなパネルの角度と定
義される。このかタングは、変位するようになっており、垂直方向係止で作用する。例え
ば、垂直方向重ね中に大きな水平方向圧力を発生しない突出部がタングの縁部に設けられ
ていてもよい。
【００５５】
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　エレメント、デバイス、構成要素、手段、工程、等に対する全ての言及は、特段の記載
のない限り、このようなエレメント、デバイス、構成要素、手段、工程、等の少なくとも
一例に言及するに過ぎない。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】図１ａ乃至図１ｄは、従来技術の係止システムを示す図である。
【図２】図２ａ及び図２ｂは、係止作用中の従来技術の可撓性タングを示す図である。
【図３】図３及び図３ｂは、従来技術の機械式係止システムが短縁部に設けられたフロア
パネルを示す図である。
【図４】図４ａ乃至図４ｄは、二枚のフロアパネルの短縁部を従来技術に従って垂直方向
重ねによって係止する方法を示す図である。
【図５】図５ａ乃至図５ｅは、本発明と関連して使用できる短縁部係止システムの実施例
を示す図である。
【図６】図６ａ、図６ｂ、及び図６ｃは、本発明による実施例の変位可能なタングを示す
図である。
【図７】図７ａ乃至図７ｄは、垂直方向重ね中のパネル間の分離を示す斜視図である。
【図８】図８ａ乃至図８ｄは、設置中にタングが短縁部に及ぼす分離圧力を示す図である
。
【図９】図９ａ乃至図９ｏは、市場で大量に使用されている係止システム、及び傾けによ
る設置中の様々な角度でのこのようなシステムの表面間の接触点を示す図である。
【図１０】図１０ａ、図１０ｂ、及び図１０ｃは、摩擦角度が１０°の本発明による長縁
部係止システムの実施例を示す図である。
【図１１】図１１ａ、図１１ｂ、及び図１１ｃは、摩擦角度が１０°の本発明による長縁
部係止システムの実施例を示す図である。
【図１２】図１２ａ、図１２ｂ、及び図１２ｃは、長縁部係止システム及び短縁部係止シ
ステム、及び本発明の実施例による可撓性タングの位置を示す図である。
【図１３】図１３ａ乃至図１３ｄは、接触角度でのパネル位置の実施例を示す図である。
【図１４】図１４ａ乃至図１４ｄは、本発明の実施例による、長縁部に関する可撓性タン
グの位置を示す図である。
【図１５】図１５ａ、図１５ｂ、及び図１５ｃは、本発明による摩擦手段を持つ実施例を
示す図である。
【図１６】図１６ａ乃至図１６ｄは、本発明の実施例による、様々な角度での摩擦力を計
測するための方法を示す図である。
【図１７】図１７ａ、図１７ｂ、及び図１７ｃは、三つの接触点を持つ、本発明の変形例
を示す図である。
【図１８】図１８ａ、図１８ｂ、及び図１８ｃは、三つの接触点を持つ、本発明の別の変
形例を示す図である。
【図１９】図１９ａ、図１９ｂ、及び図１９ｃは、摩擦を発生する接触点が二つ及び三つ
の、本発明の更に別の変形例を示す図である。
【図２０】図２０ａ、図２０ｂ、及び図２０ｃは、２０°の角度での接触点が四つである
、本発明の変形例を示す図である。
【図２１】図２１ａ乃至図２１ｄは、二つの可撓性部分を持つ可撓性タングを示す図であ
る。
【図２２】図２２ａ、図２２ｂ、及び図２２ｃは、本発明による可撓性タングを持つパネ
ルの設置を示す図である。
【図２３】図２３ａ及び図２３ｂは、タング係止システムを示す図である。
【図２４】図２４ａ乃至図２４ｅは、本発明で使用できる係止システムを示す図である。
【図２５】図２５ａ、図２５ｂ、及び図２５ｃは、接触点を計測する方法を示す図である
。
【図２６】図２６ａ乃至図２６ｄは、垂直方向係止面を持つ本発明の実施例を示す図であ
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る。
【図２７】図２７ａ、図２７ｂ、及び図２７ｃは、長縁部及び短縁部に設けられた本発明
による係止システムを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　図１乃至図６及びこれらと関連した以下の説明は、公開された実施例を説明するもので
あって、これを使用して本発明の主要な原理を説明し、本発明で使用できる実施例を示す
のに使用される。図示の実施例は単なる例である。垂直方向重ね及び／又は垂直方向係止
を可能にする係止システムで使用できる全ての種類の可撓性タング及び一部品タングを使
用でき、この説明の適用可能な部分が本発明の部分を形成するということを強調しておか
なければならない。
【００５８】
　機械式係止システム及び変位自在のタングを備えた従来技術のフロアパネル１、１’を
図１ａ乃至図１ｄを参照して説明する。
【００５９】
　図１ａは、パネル１の短縁部接合縁４ａと、これと向き合った第２パネル１’の短縁部
接合縁４ｂとの間の接合部の断面を概略に示す。
【００６０】
　これらのパネルの前面は、本質的には、共通の水平平面ＨＰに位置決めされており、接
合縁４ａ、４ｂの上部分２１、４１は、垂直平面ＶＰで互いに当接している。機械式係止
システムは、これらのパネルを垂直方向Ｄ１並びに水平方向Ｄ２で互いに対して係止する
。
【００６１】
　二つの接合縁をＤ１方向及びＤ２方向で接合するため、フロアパネルの縁部には、それ
自体周知の方法で、一方の接合縁に係止エレメント８が設けられた、下文において「スト
リップパネル」と呼ぶ係止ストリップ６を有する。このストリップパネルは、下文におい
て「重ねパネル」と呼ぶ他方の接合縁の係止溝１４と協働する。
【００６２】
　従来技術の機械式係止システムは、一方の接合縁に形成された変位溝４０に固定された
別体の可撓性タング３０を含む。この可撓性タング３０は、変位溝４０に配置された溝部
分Ｐ１と、変位溝４０の外側に突出した突出部分Ｐ２とを含む。一方の接合縁の可撓性タ
ング３０の突出部分Ｐ２は、他方の接合縁に形成されたタング溝２０と協働する。
【００６３】
　可撓性タング３０の突出部分Ｐ２は、丸みを付けた外部分３１及び摺動面３２を有する
。この摺動面は、この実施例では、面取り状に形成されている。可撓性タング３０は、上
下のタング変位面３３及び３５、及び内部分３４を含む。
【００６４】
　変位溝４０は上開口部４２及び下開口部４６を有し、これらの開口部には、この実施例
では、丸みが付けてある。変位溝４０は、更に、底面４４及び上下の溝変位面４３及び４
５を有する。これらの変位面は、好ましくは、水平平面ＨＰと本質的に平行である。
【００６５】
　タング溝２０は、可撓性タング３０と協働して接合縁を垂直方向Ｄ１で係止するタング
係止面２２を有する。重ねパネル１’は垂直係止面２４を有する。この垂直係止面は、タ
ング溝２０よりも後面６２に近い。垂直係止面２４はストリップ６と協働し、接合縁を別
の垂直方向で係止する。重ねパネルは、この実施例では、係止中に可撓性タング３０の摺
動面３２と協働する摺動面２３を有する。
【００６６】
　可撓性タングは楔形状であってもよく、予備張力でタング溝に係止されていてもよい。
この予備張力により重ねパネル１’をストリップパネルに押し付ける。このような実施例
は、非常に強固で高品質の接合部を形成する。
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【００６７】
　図３ａは、上から見た図３ｂによるパネルのＡ－Ａ断面を示す。可撓性タング３０は接
合縁に沿って長さＬを有し、水平平面と平行に且つ長さＬに対して垂直方向に幅Ｗを有し
、垂直方向Ｄ１に厚さＴを有する。最大溝部分Ｐ１及び最大突出部分Ｐ２の和が、全幅Ｔ
Ｗである。可撓性タングは、更に、この実施例では、中間区分ＭＳと、この中間区分と隣
接した二つの縁部区分ＥＳとを有する。突出部分Ｐ２及び溝部分Ｐ１の大きさは、この実
施例では、長さＬに沿って変化し、タングは二つの隅部区分９ａ、９ｂから離間されてい
る。可撓性タング３０は、一方の縁部区分に摩擦連結部３６を有し、これは、例えば局所
的な小さな垂直突出部として形成されていてもよい。可撓性タングを工場でフロアパネル
と一体化する場合、この摩擦連結部により、可撓性タングを、設置中、又は製造中、包装
中、及び輸送中、変位溝４０内に保持する。
【００６８】
　図２ａ及び図２ｂは、変位溝４０の底部４４に向かう第１変位後の可撓性タング３０の
位置を示す。この変位は、本質的に、可撓性タング３０をその長さ方向Ｌで幅Ｗと平行に
曲げることによって生じる。この特徴は、この従来技術にとって重要である。市販されて
いる実施例の最大タング圧力は約２０Ｎである。
【００６９】
　重ねパネルは、ニードル状の工具で連結状態を解除できる。ニードル状工具を隅部区分
９ａからタング溝２０に挿入し、可撓性タングを押圧して変位溝４０に戻す。この重ねパ
ネルは、この場合、ストリップパネルが未だ下張り床にとどまっている場合、上方に角度
をなす。勿論、これらのパネルは、従来の方法で連結解除することもできる。
【００７０】
　図４ａは、垂直方向重ねの一実施例を示す。第１列Ｒ１の第１パネル１’’は、第２列
Ｒ２の第２パネル１に連結されている。新たなパネル１’の長縁部５ａを第１パネル１’
’の長縁部５ｂに向かって約２５°乃至約３０°の通常の設置角度で移動し、隣接した縁
部に押し付け、その長縁部５ａを第１パネルの長縁部５ｂに傾け移動によって連結する。
この傾け作用は、更に、新たなパネル１’の短縁部４ｂを第２パネル１の短縁部４ａに連
結する。重ねパネル１’は、垂直平面ＶＰに沿った垂直方向移動及び回転移動の組み合わ
せによりストリップパネル１に係止される。突出部Ｐ２は、丸みを付けた又は角度をなし
た重ね部分Ｐ２’を有する。この重ね部分は、重ね中に重ねパネル１’の摺動面２３と協
働する。重ね中の重ね部分Ｐ２’及びタングの摺動面３２の組み合わせ効果により、重ね
パネル１’の摺動面２３と協働し、可撓性タング３０の第１変位を促す。この実施例の重
要な特徴は、隅部区分９ａ及び９ｂから離間された突出部分Ｐ２の位置である。間隔は、
少なくとも接合縁の長さの１０％である。接合縁は、この場合、見えるように図示してあ
る短縁部４ａである。
【００７１】
　図４ｂ及び図４ｃは、変位可能なタングを持つフロアパネルの組の一実施例、及び変形
例の設置方法を示す。この実施例では、タングの長さは、パネルの前面の幅ＷＳの９０％
以上であり、他の好ましい実施例では、タングの長さは、好ましくは、前面の幅ＷＳの７
５％から、前面の幅とほぼ同じ長さまでの範囲内にある。好ましくは、タングの長さは、
パネルのほぼ全幅から、パネルの隣接した縁部の係止システムの幅を差し引いた長さであ
る。外縁部の端部には小さな面取り部が設けられていてもよいが、タングの外縁部の直線
状部分の長さは、好ましくは、タングの長さとほぼ等しいか或いは、望ましくは、９０％
以上である。新たなパネル１’は傾け位置にあり、接合縁の上部分が第１列の第１パネル
１’’と接触している。短縁部４ａ及び４ｂは互いから離間されている。次いで、新たな
パネル１’を第２パネル１に向かって側方に変位する。これは、図４ｂでわかるように、
短縁部４ａ及び４ｂが本質的に接触し、可撓性タング３０の一部が変位溝４０に押し込ま
れるまで行われる。次いで、新たなパネル１’を第２パネル１に向かって下方に重ねる。
新たなパネル１’の変位により、可撓性タング３０の縁部区分だけが変位溝４０に押し込
まれるため、垂直方向重ねを小さな抵抗で行うことができる。設置は、直線状の外縁部を
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持つ変位可能なタングによって行うことができる。周知の弓形形状タング３０を持つパネ
ル（図２、図３、及び図４参照）を設置する場合、タング全体を変位溝に押し込まなけれ
ばならない。周知の弓形形状タングを本発明によるタングと比較すると、タングの単位長
さ当たりのばね定数が同じである場合、タングに必要とされる力が小さい。従って、単位
長さ当たりのばね定数が比較的高く、弾発力が比較的大きいタングを使用でき、その結果
、タングは更に確実に最終的に位置決めされる。この設置方法では、重ねパネルの面取り
を形成した摺動面は不要であるか或いは比較的小さくてもよい。これは薄型のパネルにつ
いて有利である。この方法の欠点は、垂直方向重ね中に新たなパネルを傾け、側方に押さ
なければならないということである。図４ｃは、重ねパネルには、タングの全ての実施例
を設けることができるということを示す。勿論、幾らかの調整が必要とされる。
【００７２】
　一般的には、ストリップパネルにタングを設けるのが有利である。これは、タングの可
撓性部分の変位を容易にするため、重ねパネルに設けられた丸みを付けた又は面取りを施
した部分を使用できるためである。重ねパネルにタングが設けられた一実施例には、図４
ｄに示すように、タングをパネル表面の尖った縁部に当てて摺動させなければならないと
いう欠点がある。
【００７３】
　タングは、プラスチック材料で形成されていてもよく、例えば射出成形で製造されてい
てもよい。この製造方法では、様々な複雑な立体的形状を低コストで製造でき、これらの
可撓性タングを互いに連結してタングブランクを形成することを容易に行うことができる
。タングは、押出し又は機械加工によって形成したプラスチック製又は金属製の形材で形
成されていてもよく、これらの形材を例えばパンチングで更に賦形し、可撓性タングを形
成する。押出しと関連した欠点は、製造工程が追加されることの他、タングを例えばファ
イバ等で強化するのが困難であるということである。
【００７４】
　ＰＡ（ナイロン）、ＰＯＭ、ＰＣ、ＰＰ、ＰＥＴ、又はＰＥ等の任意の種類のポリマー
材料、又は様々な実施例において上文中に説明した特徴を持つ同様の材料を使用できる。
これらのプラスチック材料は、射出成形を使用する場合、例えばガラスファイバ、ケブラ
ーファイバ、カーボンファイバ、又はタルク又はチョークで強化してもよい。好ましい材
料はガラスファイバであり、好ましくは、極めて長い強化ＰＰ又はＰＯＭである。
【００７５】
　図５ａ乃至図５ｅは、短縁部の係止に使用できる本発明による可撓性タング３０の実施
例を示す。図５ａは、重ねパネルに設けられた別体のタング３０を示す。このタングから
上方に可撓性スナップタブが延びている。図５ｂは、ストリップパネルに設けられた別体
のタング３０を示す。このタングから下方に可撓性スナップタブが延びている。図５ｃは
、可撓性スナップタブが変位溝４０の内側に配置された別体のタング３０を示す。スナッ
プタブは上方に延びていてもよいし下方に延びていてもよい。タング３０は、図５ａ及び
図５ｂに示すのと同じ原理で、ストリップパネルに設けられていてもよいし重ねパネルに
設けられていてもよい。図５ｄは、図６ａに示すような、突出部を持つ可撓性タングを示
す。これらの突出部は、変位溝４０に配置されていてもよいし、垂直平面からタング溝２
０内に延びていてもよい。図５ｅは、タング３０をパネルと一部品に形成してもよく、係
止をファイバ又はパネル材料の部分の圧縮及び／又はストリップ６の曲げによって行って
もよいということを示す。
【００７６】
　図６ａ乃至図６ｃは、本発明に従って使用できるタング３０の実施例を示す。これらの
実施例は全て、フロアパネルの溝に挿入されるように形成されている。図６ａは、可撓性
突出部１６を持つ可撓性タング３０を示す。図６ｂは、弓形形状タング３０を示し、図６
ｃは、可撓性スナップタブ１７を持つタング３０を示す。
【００７７】
　図１乃至図４、図５ｄ、図６ａ、及び図６ｂに示す実施例と同様の可撓性タングは、例
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えば、木材ファイバをベースとした材料から製造されてもよい。こうした材料には、例え
ば、ＨＤＦ、堅木(solid wood)、又は幾つかの層を持つ合板が含まれる。極めて強く且つ
可撓性のタングは、特に可撓性がＨＤＦファイバのファイバ配向と本質的に平行に得られ
るように設計される場合、ＨＤＦで形成できる。
【００７８】
　図７ａ乃至図７ｄは、垂直方向重ねによる設置を四つの工程で示し、このような設置と
関連した問題点を示す。説明を簡単にするため、可撓性タング３０がストリップパネルに
設けられた実施例を示す。上文中に説明したように、タングは重ねパネルに設けられてい
てもよい。新たなパネル１’の長縁部５ａを、第１パネル１’’の長縁部に向かって、設
置角度で、上縁部が接触するまで移動する。次いで、新たなパネルを側方に移動する。こ
れは、短縁部４ｂが同じ列の隣接した第２パネルの短縁部と図７ａに示すように接触する
まで行われる。次いで、可撓性タング３０の縁部部分３０’が図７ｂに示すように最初に
新たなパネルの短縁部と接触したとき、新たなパネル１’を下方に接触角度まで傾ける。
最適の機能のため、短縁部間を接触させた状態で更に傾けると、可撓性タングの比較的大
きな部分を徐々に水平方向に押し、タングの可撓性により、短縁部４ａ及び４ｂを互いか
ら押し離す圧力が増大する。図７ｃに示すように望ましからぬ隙間Ｇが形成される。係止
エレメント８は、多くの場合、パネルの短縁部を引き戻すことができない。これは、パネ
ルが小さい角度をなしている場合、長縁部間の摩擦が大きいためであり、隙間Ｇは、図７
ｄに示すように、連結段階に維持される。これは、係止システムに亀裂等の損傷を生じる
場合がある。残される隙間が０．０１ｍｍ乃至０．１ｍｍと非常に小さくても、大きな問
題を生じる場合がある。これは、水分が接合部に容易に侵入してしまうためである。
【００７９】
　図８ａ乃至図８ｄは、可撓性タング３０によって生じる分離の問題点を詳細に示す。パ
ネル１、１’は、図８ａによれば、所定の接触角度にあり、重ねパネル１’及び可撓性タ
ングの摺動面２３、３２が接触している。図８ｂ及び図８ｃは、タングの可撓性により分
離圧力ＳＰが発生することを示す。この力は、パネルが設置者によって互いに押し付けら
れていない場合には、パネル１、１’を互いから離間し、隙間Ｇを形成する。図８ｄは、
パネルを、永久的な隙間Ｇが形成された係止位置で示す。この場合には、係止ストリップ
６は湾曲しており、係止エレメント８は係止溝１４に部分的にしか入っていない。最悪の
場合には、係止エレメント８に亀裂が入り、パネルの短縁部が水平方向で係止されない。
【００８０】
　図９ａ乃至図９ｏは、３種類の傾け係止システムを示す。これらの係止システムは、傾
けにより係止される従来のフローリングで大量に使用されている図９ａ乃至図９ｃは、設
置角度Ａが２５°のフロアパネルを示す。この位置では、第１及び第２のコネクタ間に二
つの接触点ＣＰ３及びＣＰ２、又はＣＰ３、ＣＰ４しかない。上接触点ＣＰ３又は接触面
は、常に上接合縁のところにあり、第２下接触点又は接触面ＣＰ４、ＣＰ２は、タングの
下部分に又はタング１０の内下部分と係止溝１４との間のどこかにある。接合縁に沿った
変位摩擦は、この位置では、特に表面が滑らかなＨＤＦをベースとしたフローリングで非
常に低い。図９ｄ乃至図９ｆは、１５°の角度まで更に傾けたところを示し、図９ｇ乃至
図９ｉは、１０°の角度を示す。これらの位置での接触点は二つしかなく、摩擦は低いま
まである。図９ｊ乃至図９ｌは、５°の角度での位置を示す。これらの関係は、これらの
実施例における摩擦角度である。図９ｊ及び図９ｋは、係止システムが係止角度にあり、
係止面５１、５２が部分的に接触したことを示す。図９ｌは、ガイド面１１、１２が接触
したガイド角度で係止システムを示す。図９ｊは、この係止システムが四つの接触点を持
つことを示す。これらの接触点のうち上側の二つの接触点は、上接合縁ＣＰ３及びタング
の上部分ＣＰ１にあり、下側の二つの接触点は、タングの下部分ＣＰ２及び係止面間の接
触点ＣＰ４にある。図９ｋは、二つの上接触点ＣＰ１、ＣＰ３及び一つの下接触点ＣＰ４
を示す。図９ｌは、図９ｊと同様であるが、一つの下接触点がガイド面１１、１２間に形
成される。接合縁に沿った変位摩擦は、特に接触点間又は接触面間がきつく嵌まっている
場合、及び／又は接触面の大きさがかなり大きい場合、これらの位置で大幅に上昇する。
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予備張力が摩擦を更に増大し、水平方向重ねと関連した長縁部に沿った変位を妨げる作用
をなし、多くの場合において小さなフロアパネルピースでも完全になくす。しかしながら
、このような係止システムは、接触角度が５°乃至８°よりも大きい場合には、特にコネ
クタ間が垂直方向で嵌着するように製造されている場合、垂直方向重ねシステムで長側部
に用いるのに適していない。これは、これらが長縁部に沿った変位及び短縁部の分離を妨
げないためである。
【００８１】
　図１０ａは、本発明の第１の目的による実施例を示す。このような係止システムは、好
ましくは、長縁部の垂直方向重ねシステムで使用してもよく、接触角度Ａは約１０°又は
それ以下である。このようなシステムは、接触角度がこれよりも大きい係止システムでも
使用できる。これは、こうしたシステムでは、多くの重ね係止システムが最高変位圧力を
発生する１０°の角度で変位を阻止するためである。図１０ａは、二つの点ＣＰ３、ＣＰ
２でしか接触していない１５°の角度でのパネル１’の位置を示す。パネル１’ａは、１
２°の摩擦角度位置にあり、三つの接触点ＣＰ３、ＣＰ２、ＣＰ４’を持つ。この位置は
、タングに一つの接触点ＣＰ２しかなく、ガイド面１１、１２が接触していることを特徴
とする。これは、更に傾けるときにガイド面がタングを溝に押し込むため、有利である。
これを図１０ｂに示す。摩擦は更に増大する。この摩擦は、タング１０とタング溝９との
間の垂直方向接触及び協働（ＣＰ１、ＣＰ２）、上縁部間の水平方向接触ＣＰ３、及び第
２下接触点ＣＰ４を形成するガイド面１１、１２によって生じる。理想的な位置は、好ま
しくは、接触角度が摩擦角度及びガイド角度と等しいか或いはこれよりも小さい実施例で
ある。このような実施例の摩擦角度及びガイド角度は、例えば約１０°であり、接触角度
は約８°乃至９°である。係止は、極めて簡単な方法で行うことができ、パネルがガイド
角度で位置決めされたときに下向きの圧力を新たなパネルに加えるだけである。図１０ｃ
は、係止面間の角度が大きいように形成された係止システムを示し、ファイバが、位置１
’ａによって示す傾けの最終的段階中、係止を可能にするため、上縁部ＣＰ４のところで
、及び係止面ＣＰ４のところで、圧縮されなければならないということを示す。この形体
により幾つかの利点が得られる。摩擦は増大し、分離力が最高レベルにあるとき、高いレ
ベルにある。フロアパネルは、係止エレメント及び係止溝によって、図１０ｂに示すよう
に、重ねパネルの短縁部と可撓性タングの縁部区分との間の接触とは別個に又はこれと組
み合わせて、上方に傾いた位置に維持される。摩擦により、短縁部が可撓性タングから遠
ざかる方向に摺動しないようにする。これにより設置が容易になる。これは、設置者が手
の位置を、パネルを設置角度にする位置から短縁部を垂直方向に押す作用を加える位置に
変えるためである。本発明は、従って、一方のパネルを別のパネルに対し、上接合縁が接
触した状態で傾け位置にとどめる長縁部傾けシステムを含む垂直方向係止システムを提供
する。更に、最終的な傾け段階で、係止溝１４の一部が係止エレメント８と接触したとき
、上接合縁と係止エレメントとの間の、及び／又はタングと溝との間の圧力を増大しする
係止システムを提供する。
【００８２】
　図１１ａ乃至図１１ｃは、摩擦角度Ａが更に大きく、例えば、図１１ａに示すように１
５°の係止システムを形成するのに同じ原理を使用できるということを示す。係止エレメ
ント８は比較的高く形成されており、この好ましい実施例では、ストリップ６の最下点か
ら垂直方向にＬＨ延びている。これは、フロアの厚さＴの約０．２倍である。タングの下
部分５４は、水平平面ＨＰと本質的に平行であり、垂直平面ＶＰから、好ましくは、フロ
アの厚さＴの約０．１倍の距離ＴＤだけ延びている。
【００８３】
　次に、垂直方向重ね中及び垂直方向係止中の長縁部及び短縁部の接触角度及び組み合わ
せ機能の重要性を、図１２ａ乃至図１３ｄを参照して説明する。
【００８４】
　図１２ａは、垂直方向重ね又は垂直方向係止で係止されるようになった、設置状態のフ
ローリングシステムの長縁部係止システム１’’、１’及び短縁部係止システム１、１’
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を示す。長縁部は、傾けによって係止できる係止システムを有する。短縁部は、垂直方向
係止又は垂直方向重ねによって係止できる係止システムを有する。
【００８５】
　図１２ｂは、第２パネル１から新たなパネル１’に向かって見た、新たなパネル１’を
垂直方向下方に移動するときの、例えば新たなパネル１’の摺動面２３の位置を示す。こ
の係止は、例えば第１列の連結に使用できる。摺動面２３は、パネル１’の下部分に配置
された平面内にある。
【００８６】
　図１２ｃは、第１パネル１’’及び第２パネル１をフロア上に平らに敷設したときの可
撓性タングの摺動面３２及びチップ３１、及び摺動面２３の位置を示す。
【００８７】
　図１２ｂ及び図１２ｃは、短縁部の長さ方向での可撓性タングの位置が、パネル全体を
垂直方向下方に移動する垂直方向係止において重要でないということを示す。
【００８８】
　図１３ａは、垂直方向重ね中の図１２に示す係止システムと同様の実施例を示す。可撓
性タング３０の縁部は、この実施例では、第１パネル１’’の長縁部から距離ＦＤのとこ
ろに位置決めされている。図１３ｂは、隅部区分ＣＳの垂直方向重ね及び接触角度に近い
場合の新たなパネル１’の位置を示す。摺動面２３、３２に面取りが施してあるため、重
ねパネル１’と可撓性タング３０との間には接触が全くない。図１３ｃは接触角度を示す
。この接触角度は、この実施例では１０°である。摺動面３２、２３は、初期接触点ＣＰ
５のところで互いに重なる。これ以上の傾けを開始すると、パネル１、１’の短縁部間の
分離圧力が徐々に増大する。これは、可撓性タングの比較的大きな部分ＴＰＣが、図１３
ｄに示すように重ねパネル１’の摺動面２３によって水平方向内方に変位溝に押し込まれ
るためである。
【００８９】
　図１４ａ及び図１４ｂは、本発明の２つの実施例の可撓性タング３０の位置を示す。可
撓性タング３０は、これらの実施例では、長さ方向水平方向に曲がることができる。可撓
性タングの縁部は、図１４ａでは、長縁部５ｂに近い、例えば長縁部から約１５ｍｍの位
置ＦＤ１に配置される。このような係止システムの接触角度は、通常の厚さの積層フロア
では、約１０°である。タングの縁部が図１４ｂに示すように長縁部５ｂから更に遠い距
離ＦＤ２に位置決めされる場合には、接触角度を小さくできる。この場合、接触角度が比
較的低い係止システムを使用できる。このような実施例は、厚く且つ安定したフロアパネ
ル又は狭幅のフロアパネルで十分である。厚さが比較的薄いフロアボード、例えば６ｍｍ
乃至８ｍｍの積層フローリング及びベニヤ製フローリングでは、可撓性タングが長縁部と
近接した短縁部を、この短縁部の大きな距離に亘って係止できるという利点が得られる。
図１４ｃ及び図１４ｄは、可撓性タング３０の第１部分を水平方向に曲げて水平方向に変
位溝に押し込んだときの重要な接触位置で可撓性タングを示す。重ね作用中にタングの比
較的大きな部分が曲げられて水平方向側方に押圧されるとき、分離圧力が増大するという
ことは明らかである。これらの実施例及び上文中に説明した実施例は、長縁部及び短縁部
の係止システムが互いに独立しており、簡単であり且つ信頼性のある係止機能を保証する
ため、互いに適合しなければならないということを示す。
【００９０】
　図１５ａ乃至図１５ｃは摩擦手段５３、５３’を示す。これらの摩擦手段は、この実施
例では、ストリップパネル１の係止ストリップ６の上部分及びタングの下部分又は溝パネ
ル１’に設けられた小さな局所的突出部として形成されている。このような突出部は、係
止システムの他の表面に形成されていてもよく、これらの突出部は高い角度での変位を阻
止し、図１５ａに示すように、例えば二つの接触点でしか接触していない場合の変位を阻
止する。摩擦手段は、更に、係止システムに適用された小さな硬質粒子、ゴム、バインダ
ー、及び同様の材料等の任意の種類の材料又は化学物質で形成されていてもよい。好まし
い材料は、微晶質ワックス又はパラフィンをベースとしたワックス等のソフトワックスで
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あり、係止システムの一つの又は幾つかの表面上に、例えばタング上に及び又はタング溝
上に、ストリップ上に、係止エレメント上に、及び／又は係止溝内に、ガイド面の一方又
は両方に適用でき、特にＨＤＦ表面間の初期摩擦を増大できる。合板コアでは、傾け中に
高い摩擦が得られるように、様々な層及びファイバコアを使用してタング１０及びストリ
ップ６を形成できる。上述の摩擦手段を組み合わせてもよい。例えば、局所的な小さな突
出部、荒い表面、配向ファイバ構造、等をワックス又は化学物質と組み合わせてもよい。
【００９１】
　図１６ａ乃至図１６ｄは、フロアパネルの長縁部間の摩擦を計測するための方法を示す
。幅Ｗ２が約２００ｍｍの溝パネル１’の一つの試料を、１０Ｎの圧力Ｆ１で角度Ａでス
トリップパネル１’’に押し付ける。このストリップパネルは固定されており、その幅Ｗ
１は、２００ｍｍ以上である。低摩擦で回転するホイールで溝パネル１’に圧力Ｆ１を加
える。変位摩擦は、溝パネル１’を接合部に沿って変位するのに必要な最大力Ｆ２として
定義される。図１６ｂの曲線Ｆａは、熱硬化性樹脂で含浸した印刷した紙でできた表面を
持ち、ＨＤＦコアを持つ８ｍｍの積層パネルの試料に行った計測を示す。摩擦は設置角度
から計測され、徐々に角度が小さくなる。この試料の変位摩擦は、設置角度ＩＡで約１０
Ｎであり、１０°の接触角度ＣＡでほぼ同じである。摩擦角度ＦＡは、この例では約５°
である。ＨＤＦをベースとした市販の多くの係止システムの変位摩擦は、設置角度で１０
Ｎよりも小さい。この摩擦は、５Ｎ程度と低くてもよい。このような係止システムでは、
垂直方向重ねの初期段階中に短縁部が変位しないようにする上での長縁部の寄与はほんの
僅かである。これは、摩擦角度が設置角度よりも小さいためである。曲線Ｆｂは、係止シ
ステムの形状のため、設置角度での摩擦が、これよりも低い角度におけるよりも高い、特
殊な係止システムを示す。本発明は、接触角度での摩擦が、設置角度での摩擦、又は設置
角度と接触角度との間の任意の他の角度での摩擦よりも大きいという原理に基づく。接触
角度では、摩擦力は最低レベルにある。好ましい実施例は、接触角度での摩擦が１５Ｎを
越え、更に好ましくは２０Ｎを越える実施例である。好ましい実施例は、更に、発生する
タング圧力が２０Ｎよりも大きく、場合によっては３０Ｎよりも大きい可撓性タングを持
つ垂直方向係止システムである。
【００９２】
　高い角度での摩擦が比較的高い係止システムが市販されている。このような係止システ
ムは、通常の方法では、１０Ｎの圧力Ｆ１で、設置角度から接触角度又はガイド角度まで
角度を小さくすることができない。１０Ｎの圧力Ｆ１は、設置中に１２０ｃｍのフロアパ
ネルに加えられる６０Ｎの圧力と対応する。このような係止システムは、傾けを非常に高
い圧力又は傾け位置でのスナップ作用と組み合わせなければならない種類の係止システム
である。このような係止システムは、垂直方向重ねシステムでは使用されない。これらの
システムは、本発明に従って除外されないけれども、垂直方向重ねシステムでは望ましく
ない。これは、これらのシステムが、幾つかの特別の用途において、短縁部及び長縁部を
傾け、短縁部及び長縁部をスナップ嵌めし、又は長縁部を傾け、及び短縁部をスナップ嵌
めする従来使用された設置と比較して、設置を僅かしか改良しないためである。
【００９３】
　図１６ｃは、本発明による更に好ましい係止システムを示す。ここでは、摩擦角度ＦＡ
は約１５°であり、接触角度ＣＡは１０°である。摩擦角度ＦＡは接触角度ＣＡよりも大
きく、接触角度ＣＡでの長縁部間の摩擦が設置角度ＩＡと比較して大幅に増大している。
図１６ｄは、幅Ｗ３が２００ｍｍの二つの試料１、１’を本発明の第４の原理に従って設
置する方法を示す。こうした設置は、パネルが本発明による係止システムを備えている場
合、重ねパネルを下張り床に専ら垂直方向に押し付けるときに短縁部の分離を生じず、短
縁部に向かう側方圧力を生じない。一枚のフルサイズのパネル１及び約２０ｃｍの長さに
切断した一枚のパネル１’に関して試験を行った。小さなフロアピースの変位を阻止する
長縁部摩擦を備えたこのような係止システムにより、通常のフロアパネルばかりでなく、
壁の近くの所定の大きさに合わせて切断した全てのフロアパネルの設置を容易に行うこと
ができる。
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【００９４】
　図１７ａ乃至図１７ｃは、図１１の係止システムを、最初に三つの接触点ＣＰ３、ＣＰ
１、及びＣＰ４で摩擦を発生するために調節する方法を示す。摩擦は、主として、係止エ
レメント８／係止溝１４間、及びタング１０／タング溝９間の圧力により得られる。タン
グは、この実施例では、水平平面ＨＰと本質的に平行な下部分５４を有する。この下部分
５４は、垂直平面から、好ましくは図１１におけるよりも短い距離ＴＤに沿って延びてお
り、これは、フロアの厚さＴの０．１倍よりも小さい。
【００９５】
　図１８ａ乃至図１８ｃは、図１１の係止システムを、最初に三つの他の接触点ＣＰ３、
ＣＰ１、及びＣＰ３で摩擦を発生するために調節する方法を示す。摩擦は、主として、タ
ング１０／タング溝９の上下の部分間の圧力によって得られる。タングは、この実施例で
は、水平平面ＨＰと本質的に平行な下部分５４を有する。この下部分５４は、垂直平面か
ら、好ましくは図１１におけるのと同じ距離ＴＤに沿って延びる。しかしながら、係止エ
レメントの高さＬＨは低い。摩擦手段５３が、タング１０の下部分にワックスの形態で示
してある。ワックスは、好ましくは、比較的柔らかくなければならず、好ましくは、傾け
中に変形できなければならない。この柔らかなワックスにより、接合部に沿った初期変位
を阻止する。このようなワックスは、係止システム全体に適用してもよく、特にＨＤＦ製
の表面に対する変位を阻止する。
【００９６】
　図１７及び図１８は、タング１０、溝９、ストリップ６、係止エレメント８、及び係止
溝１４の寸法を本発明の原理内で調節した場合に、摩擦角度及び摩擦点の多くの組み合わ
せを得ることができるということを示す。
【００９７】
　図１９ａは、摩擦角度が２０°の実施例を示す。この実施例では、摩擦は、タング１０
／タング溝９の上下の部分間の二つの接触点ＣＰ１及びＣＰ２でだけ得られる。タングは
、この実施例でも、水平平面ＨＰと本質的に平行な下部分５４を有する。この下部分５４
は、垂直平面から、フロアの厚さＴの０．２倍よりも大きい所定の距離ＴＤに沿って延び
ている。タングは、この実施例では、タングの下部分とタング溝との間に空間５５を有す
る。これにより、係止を容易にし、図１９ｂに示すように、ガイド面１１、１２を、例え
ば１５°の高い角度で重ねることができる。
【００９８】
　図２０ａ乃至図２０ｃは、図２０ａに示す２５°の設置角度で三つの接触点ＣＰ３、Ｃ
Ｐ１、及びＣＰ２を持つ係止システムを設計できるということを示す。係止エレメントは
、上述の実施例におけるよりも比較的高く（ＬＨ）形成されており、溝パネル１’は、タ
ング１０とタング溝１４との間に突出部５６を有する。タングの上部分は、水平平面に対
して所定の角度を有し、これにより、比較的大型の回転工具によるタング溝９の機械加工
を容易にする。
【００９９】
　短縁部に設けられた簡単な垂直方向係止システムは、長縁部及び短縁部を簡単な傾け作
用で連結できる、案内性及び係止性が優れた良好に機能する長縁部係止システムと組み合
わせられていない場合には、現在の技術を越える大きな改良を提供しない。例えば図１０
ｂ、図１１ａ、図１７ａ、図１３ｃ、図１８ｂ、図１９ｂ、及び図２０ｂに示す実施例か
らわかるように、摩擦角度及びガイド角度の所定の組み合わせを備えた係止システム、及
び重ねパネルを上方に角度をなした位置に保持する係止エレメント８及び係止溝１４を備
えた係止システムを形成できる。この場合にパネルを係止する上で必要とされる唯一の作
用は、短縁部の近くで重ねパネルを垂直方向に押すことである。
【０１００】
　本発明は、この原理に基づき、三枚のパネルの設置方法を提供する。この場合、例えば
図７ａに示すように長縁部が連結された状態で第１パネル１’’及び第２パネル１を下張
り床に平らに設置する。この方法には以下の工程が含まれる。即ち、
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ａ）傾け位置にある新たなパネル１’の長縁部５ａを、第１パネル１’’の長縁部５ｂの
上部分と接触させる工程と、
ｂ）新たなパネル１’の短縁部４ｂを第２パネル１の短縁部４ａと接触させ、新たなパネ
ル１’を、長縁部及び／又は短縁部に設けられた係止システムによってこの位置に維持す
る工程であって、新たなパネル１’は、図１０ａに示すように、係止エレメントのガイド
面及び係止溝によって、又は可撓性タングの縁部によってこの位置に維持できる、工程と
、
ｃ）新たなパネルの短縁部区分をフロアに向かって下方に押し、これによって第１パネル
、第２パネル、及び第３パネルを、垂直方向重ねによって、好ましくは、短縁部間に目に
見える大きな隙間を生じることなく互いに連結する工程とを含む。
【０１０１】
　この設置方法により、フロアパネルを、図１０に示すように、例えばガイド面１１、１
２によって、上方に角度をなした位置に維持する。これにより設置を容易にする。これは
、設置者が、パネルを２５°の設置角度にする第１位置から手の位置を変え、既に設置し
てある第１パネル１’’の縁部に向かって押圧し、好ましくは、摩擦角度及びガイド角度
まで僅かに下方に傾けることができるためである。設置者は、次いで、好ましくはパネル
の両短縁部区分を下張り床に向かって下方に押すのに適した第２位置まで、手を移動でき
る。ガイド面は、係止エレメントを係止溝内に案内し、タングをタング溝に案内する。長
縁部間の摩擦が変位を阻止する。上縁部を所定角度で互いに押し付ける作用及びパネルを
側方に押圧する作用の組み合わせにより短縁部の分離を阻止する利点が得られ、パネルを
フロアと重ねて下方に押すことを、二つ又は三つの別々の簡単な独立した作用によってな
くすことができ、これらの作用によって代えることができる。
【０１０２】
　図２１ａ乃至図２１ｃは、可撓性内部分６２及び可撓性外部分６１を含む可撓性タング
３０を示す。図５ａ乃至図５ｃに示す可撓性タングには以下の欠点がある。
１．これらのタングは、一般的には押出しプラスチック形材で形成されている。これは価
格において優れているが、高品質の係止を得るには製造許容差が不十分である。
２．可撓性スナップタブが一つしか使用されないため、可撓性が不十分である。この可撓
性スナップタブは、薄いフロアボードでは非常に限られた垂直方向距離に亘ってしか曲が
らない。この小さな可撓性により、縁部に大きな分離力が発生する。
３．特に図５ａ及び図５ｂに示す可撓性タングでは、可撓性及び係止強度を併せ持つのが
困難である。本発明による実施例は、上述の問題点を低減するか或いはなくす。可撓性内
部分６２は、垂直方向係止の一部ではなく、従って、非常に可撓性に形成できる。これは
、その主な機能が、可撓性タング３０を変位溝内で変位することであるためである。可撓
性内部分の上部分６７は、変位溝の内部分に押し付けられ、フロアパネルの縁部が可撓性
外部分６１に押し付けられると直ぐに曲がり、即ち圧縮される。外部分６１は、内部分６
２よりも剛性であり且つ強いのが好ましい。内部分及び外部分の組み合わせ可撓性は、周
知のタングよりも小さい分離力で比較的強い係止を行うように設計できる。可撓性タング
３０は、勿論、一つ又は幾つかの、例えばＷ字形状の、垂直方向上下に延びる内部分及び
／又は外部分を備えていてもよい。これは、更に大きな可撓性及び変位を発生するのに使
用できる。このようなタングは、更に、曲げることができない剛性外部分を持つように形
成されていてもよい。タングは、重ねパネルに連結されていてもよい。可撓性外部分６１
は、このような実施例では、垂直方向上方に延び、タング溝の上部分に対して係止される
。
【０１０３】
　図２１ｂは、例えばプラスチック製又は金属製の押出しタングを、例えば機械加工又は
研削によって均等化できるということを示す。これにより、製造許容差を射出成形と同様
のレベルにまで又はそれよりも良好に大幅に改善する。変位、係止機能、及び係止強度を
大幅に改善できる。図示の実施例では、変位溝４０に挿入する前に下接触面６４及び／又
は係止面６５が均等化してある。タングを縁部に連結する場合又はタングが縁部に連結さ



(29) JP 2011-503388 A 2011.1.27

10

20

30

40

50

れている場合、可撓性タングの一部、好ましくは可撓性外部分６１を、均等化してもよい
。これは、別の製造工程で行ってもよいし、又は係止システムの形成時にライン上で行っ
てもよい。可撓性タングは、垂直方向重ね中に長さ方向で水平方向に曲がるように設計さ
れていてもよい。図２１ｄに示すように、縁部にあるタング区分６８を除去すると、こう
した曲げが容易になり、分離力が減少する。このことは、タング３０の幅Ｗが長さＬに沿
って変化するということを意味する。このようなタング区分は、弾性内部分６７からも除
去でき、タングは長さ方向で小さい抵抗で曲がり、水平方向重ねを容易にする。縁部区分
の一部を切除することによるこのような形成は、全ての種類の押出しタングで行うことが
でき、特に可撓性が限定されたタングで、例えば、図５ａ、図５ｂ、及び図６ｃに示すよ
うに弾性又は可撓性の外部分を一つしか備えていない実施例で行うことができる。可撓性
タングは、剛性突出部及び可撓性ニージョイントを持つヒンジ原理に従って、係止中に水
平方向に曲がらないように設計することもできる。このような実施例は、強固な係止を提
供できる。しかしながら、大きな分離力が発生する場合がある。これは、例えば、打ち抜
きや機械加工等で形成した切れ目６９で分離された幾つかの個々の可撓性内部分及び外部
分６１ａ、６１ｂを含む実施例で緩和できる。これらの個々の可撓性部分は個々にスナッ
プ嵌めでき、これにより、特に、タングが、長さが０．１ｍｍ程度変化する、互いに関し
て特定の所定のレベルで係止するように設計された個々の可撓性部分で形成されている場
合に製造許容差を低減できる。これにより、幾つかの個々の可撓性部分が常に完全係止位
置にあるようにする。個々の別々の部分を、パネル縁部に固定的に連結された可撓性タン
グと組み合わせ、水平方向に延びる溝に入れてもよい。
【０１０４】
　本発明は、更に、フロアボードを垂直方向で係止する上で使用されるように設計された
、押出しによって形成された別体の可撓性タングにおいて、上接触面６３及び／又は下接
触面６４及び／又は係止面６５が均等化されていることを特徴とする可撓性タングを備え
ている。このようなタング及び縁部区分を除去した上文中に説明したタングは、更に、図
５ａ乃至図５ｃに示す形状と同様の形状を備えていてもよく、可撓性タングは、可撓性内
スナップタブ又は可撓性外スナップタブだけを備えている。
【０１０５】
　機械加工、研削等、及び同様の製造工程により、押出しによって得られたままの表面と
は異なる表面を形成する。これは、多くの場合、顕微鏡によって検出できる。このような
機械加工は、タングと変位溝との間の摩擦を増大したり減少したりするのにも使用できる
。
【０１０６】
　図２２ａ乃至図２２ｃは、垂直方向重ね即ち垂直方向係止を示す。一つのパネル１’を
、好ましくは、垂直平面ＶＰに沿って別のパネル１に向かって移動する。重ねパネル１’
が可撓性タング３０の外部分、好ましくは可撓性外部分６１と接触するとき、可撓性内部
分６２が垂直に曲げられ、可撓性タングが内方に変位溝４０内に変位する。この場合、好
ましくは、摩擦連結によって連結される。この可撓性外部分６１は、図２２ｂに示すよう
に、徐々に曲がり始める。最終的には、内部分６２及び外部分６１の両方がその初期位置
に向かってぽんと戻り、可撓性タングは変位溝４０内でタング溝２０に向かって変位する
可撓性タング３０の係止面６５がタング溝２０の一部に当たって係止する。タングは、変
位溝と、係止中にタングが容易に変位し且つある程度傾くことを許容する僅かの遊隙を伴
って連結されていてもよい。可撓性外部分６１は、好ましくは、係止中、主として水平方
向に変位し、上ニー７０を中心として僅かに旋回する。下接触面６５は、水平平面に対し
、好ましくは１０°よりも小さい所定の角度をなしていてもよく、これにより係止強度を
向上する。
【０１０７】
　図２３ａは、傾け移動によって係止できるタング係止システムを示す。新たなパネル１
’は、上部分に係止エレメント８ａが設けられたタング１０を含む第１コネクタを有する
。第１パネル１’’は、上リップ６ｂ及び下リップ６ａを持つアンダーカットタング溝９
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と、上リップ６ｂに形成された、下リップ６ａに向かって下方に延びる係止溝１４ａとを
有する。第１及び第２のコネクタがこれらのパネルを垂直方向及び水平方向で係止する。
下リップ６ａは、好ましくは、垂直平面ＶＰを越えて延びており、好ましくは、タング１
０の下部分と接触する水平接触面を有する。係止システムは、例えば、図２３ａに示すよ
うに、１５°を越える角度で三つの接触点ＣＰ１、ＣＰ２、及びＣＰ３を持つように設計
されていてもよい。変形例として、上文中に説明した全ての実施例のストリップ係止シス
テムにタングロックを使用してもよい。長縁部に設けられたタングロックは、短縁部に設
けられたフックシステムと組み合わせることができる。これは、好ましくは、図２４ｄに
示すように水平方向にしか係止しない。
【０１０８】
　図２４ａは、二つのタング１０、１０’及び二つの対応するタング溝９、９’を含む係
止システムを示す。この係止システムは、長縁部を、傾けで、スナップ嵌めで、又はタン
グ及びストリップを垂直方向スナップ作用を可能にするように調節した場合には垂直方向
係止で係止するのに使用できる。このようなシステムは、接触点を四つ以上持っていても
よく、接合部に沿った摩擦はかなり大きい。
【０１０９】
　図２４ｂは、別体のストリップを用いた係止システムを示す。この別体のストリップは
、長縁部を図２４ａの実施例と同じ方法で係止するのにも使用できる。このようなストリ
ップは、コア材料よりも好ましい摩擦特性持つ材料又は表面を備えていてもよい。
【０１１０】
　図２４ｃは、可撓性であってもよいし剛性であってもよい別体のタング１０’を含む係
止システムを示す。このタング１０’は、摩擦特性を向上するため、又は材料を節約する
ため、長縁部及び／又は短縁部でストリップパネル１’’又は重ねパネル１’に連結でき
る。
【０１１１】
　図２４ｄは、水平方向にしか係止しないフックシステムを示す。
【０１１２】
　図２４ｅは、可撓性タング３０がコアと一部品をなして形成された係止システムの一実
施例を示す。アンダーカット溝７１を可撓性タング３０の後側に形成することにより、タ
ングの可撓性を高めることができる。このような溝は、好ましくは、短縁部を機械加工す
る場合、スクレーピング工具によって形成できる。このようなスクレーピング技術又はブ
ローチ技術を使用して、押出しプラスチック形材と同様の先進の形状を、ＨＤＦ等のファ
イバをベースとした材料で形成できるが、これは堅木やプラスチック材料でも行うことが
できる。可撓性タング３０は、大型の回転工具で、外部分が上方に延びる重ねパネル１’
に形成してもよい。係止システムは、更に、可撓性タングを各縁部に一つずつ、二つ備え
ていてもよい。可撓性タングの木材ファイバは、強度及び可撓性を向上するため、例えば
バインダー７０で含浸及び／又はコーティングしてあってもよい。含浸は、タング又は縁
部の形成前に行ってもよいし、形成後に行ってもよい。係止システムの縁部全体又は部分
、例えばタング溝２０等、係止エレメント８、又は係止溝１４もまた、含浸及び／又はコ
ーティングが施してあってもよい。アンダーカット溝は、強度及び可撓性を向上するため
、可撓性材料で満たされていてもよい。垂直方向重ね中にストリップ６及び／又は係止エ
レメント８が撓むことができる場合には、垂直方向重ねを容易に行うことができる。係止
システムのワックスは、係止を容易にする。重ねパネル１’のストリップの上方の本質的
に垂直な溝７３、又はストリップパネル１の係止エレメント８と隣接したストリップ６の
キャビティ７２により、別の係止システムの可撓性を向上し、部分を更に可撓性にできる
。ストリップ及び／又はバランシング層の下側の部分７８を除去してもよく、これにより
ストリップの可撓性を高め、下張り床に向かう曲げを更に容易にできる。重ねパネルは、
突出部７４を備えていてもよく、好ましくは、更に、図２７ｃに説明する種類の係止面を
備えていてもよい。可撓性タングは、別の材料から形成されていてもよく、この場合、可
撓性タングは、接着、摩擦、又はスナップ嵌めによってパネルに固定的に連結される。こ
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のような別の材料は、例えば、最終的な機械加工前に縁部に連結できる比較的局所的な縁
部分７７であってもよい。アンダーカット溝７１は、更に、別の材料７７をパネルの縁部
に連結する前に予備成形されていてもよい。このような連結は、個々のパネル縁部に形成
されていてもよく、又はパネルボードに形成されていてもよく、その後、これを切断して
個々のフロアパネルにする。係止システムの主要部分を形成するように、別の材料７５、
７６が、ストリップパネル１及び／又は重ねパネル１’の縁部に連結されていてもよい。
このような別の材料は、木材フロアでは、上表層及び下バランシング層に接着されていて
もよい。別体の材料は、例えば、硬質であり且つ可撓性があるラバーウッドや樺材等の堅
木や、例えばアクリルバインダー等のバインダーを含浸した木材、プラスチック材料、木
材ファイバ材料及びフェノールで形成された高密度積層体で形成されていてもよく、これ
は、更に、ガラスファイバ、ＨＤＦ又はバインダーで強化したＨＤＦ、ファイバ配向が本
質的に垂直なＨＤＦ、木材ファイバ及び／又はプラスチック材料及び／又はガラスファイ
バを含む幾つかの層を持つ材料が含まれる。このような材料は、別々に使用してもよいし
組み合わせて使用してもよい。係止システムは、勿論、上文中に説明した原理に従ってア
ンダーカット溝７１なしで形成されてもよく、例えば、適当な材料及び接合部形体を使用
して必要な可撓性を得ることができるのであれば、図５ｅで説明した実施例に従って形成
されていてもよい。
【０１１３】
　係止システムの一部又は全体の含浸又はコーティングを行う上で、メラミン、尿素、フ
ェノール、ＰＰやＰＵＲ等の熱可塑性材料等の多くの化学物質を使用できる。このような
化学物質は、例えば、熱、高周波、ＵＶ、等によって、圧力下で又は圧力なしで硬化させ
ることができる。
【０１１４】
　可撓性タング７０は、標準的なＨＤＦ材料では、１ｍｍの数十分の一だけ撓むことがで
きる。これは、特に積層フロアで垂直方向係止を行うのに十分である。含浸及び／又はコ
ーティングにより、この可撓性を大幅に向上できる。
【０１１５】
　本発明によれば、垂直方向重ね又は垂直方向係止で係止できる短縁部係止システムを含
む好ましい実施例が提供される。この実施例は、係止システムの縁部にストリップ６、係
止エレメント８、下方に延びる可撓性タング３０が設けられている。この可撓性タングは
、パネルコアと一部品をなして形成されているか或いは、別の材料で形成されており、別
の材料で形成された場合、コアに固定的に連結される。可撓性タング３０は、その後側に
アンダーカット溝７１を備えている。
【０１１６】
　図２５ａ乃至図２５ｃは、主として木材ファイバをベースとしたコア材料で形成された
係止システムで最高三点接触角度(highest three point contact angle) を正しく決定す
る方法を示す。積層体フローリングの連結だけに、市販の数百の異なる係止システムが使
用されている。これらの多くでは、最高三点接触角度の計測が比較的容易である。これを
図２５ａに示す。幅がＷ２で長さが約１００ｍｍの試料を、上縁部が接触した状態で、係
止溝と係止エレメントとの間の接触により抵抗が生じるまで、設置角度から下方に傾ける
。試料は、この位置で最高三点接触角度に至り、その上方に傾いた位置を維持でき、試料
の重量により下張り床まで下方に落下しない。このような係止システムは、三つの点が、
上縁部の接触点ＣＰ３、タングの上部分と溝との接触点ＣＰ１、及び係止エレメント／係
止溝接触点ＣＰ４を含むことを特徴とする。係止システムは、しかしながら、図２５ｂ、
図２５ｃに示す設計を備えていてもよい。この場合、三つの接触点は、タングの上下の部
分の接触点及び上縁部の接触点（ＣＰ１、ＣＰ２、ＣＰ３）である。しかしながら、この
ような係止システムの幾つかは、上方に傾いた位置を維持しない。このようなシステムで
は、接合部の断面を顕微鏡で分析しなければならない。ほぐれたファイバにより三点接触
角度を決定するのが困難である場合には、図１６に説明したように摩擦を計測しなければ
ならない。摩擦の上昇は、係止システムの追加の接触点に達したことを示す。
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【０１１７】
　図２６ａ乃至図２６ｄは、垂直方向重ね中の長縁部の変位に対抗する又は阻止する、短
縁部の係止システムの一実施例を示す。図２６ａは、図４ａに示すように重ねを開始する
縁部分の近くでの短側部係止システムのＢ－Ｂ断面を示す。この係止システムは、例えば
図１乃至図３、図５、及び図８と関連して上文中に説明したように、係止エレメント８を
備えたストリップ６と、ストリップパネル１の別体の可撓性タング３０と、重ねパネル１
’のタング溝２０及び係止溝１４とを含む。係止面は本質的に垂直であり、垂直平面ＶＰ
と平行である。好ましくは、この係止システムは、重ねパネル１’と可撓性タング３０と
の間に接触がない場合、図２６ａに示すように、係止エレメント８の係止面８ａの上部分
が係止溝１４の係止面１４ａの下部分と接触するように設計されていてもよい。これは、
長縁部と近接したタング部分がないため、又はタングが弓形であり、重ねパネル１’と接
触する突出部分がないため、行うことができる。図２６ｂは、図４ａのＣ－Ｃでの断面を
示す。係止面８ａ、１４ａは、タング３０が重ねパネルと接触したとき、分離を阻止する
。分離は、タング及び重ねパネルが本質的に及び好ましくは完全に垂直であり、これらの
係止面がかなりの距離に沿って垂直方向に延び、そのためこれらの係止面が好ましくは１
０°又はそれよりも高い角度で変位を阻止する場合、可撓性タング３０が長縁部と近接し
て位置決めされた実施例でも、係止面８ａ、１４ａにより阻止される。係止面の高さＨは
、好ましくは、フロアの厚さＴの少なくとも０．１倍であり、更に好ましくは、０．１５
倍である。垂直係止面は、約０．２×Ｔ又はそれ以上の高さＨを持つように形成されてい
てもよい。
【０１１８】
　本発明の主な原理内で幾つかの変形例が可能である。図２６ｄは、係止溝１４の係止面
１４ａが上述の必要条件を満たしさえすれば機能を等しくできるということを示す。機能
は、係止溝１４ｂが、例えば外縁部に向かって弓形をなしている場合、垂直平面に沿って
垂直に配置された少なくとも二つの部分があり、距離が約０．１×Ｔである場合、同じに
できる。
【０１１９】
　図２７ａは、短縁部の係止エレメント８及び係止溝１４を使用して分離を阻止する実施
例を示す。係止エレメント８の縁部８ａは第１パネル１’’の長縁部５ｂと近接して配置
されるのが有利である。これは、この縁部が、新たなパネルの係止溝に比較的高い角度で
入り込むためである。長縁部の近くで係止するように可撓性タングを位置決めできる。可
撓性タング３０は、この実施例では、押出し形材であり、縁部区分６８を切除することに
より、重ね中の水平方向変位を容易にする。短縁部に設けられた高く垂直な係止面は、押
出しプラスチック形材でできた可撓性タングを持つ係止システムに特に適しており、特に
このような形材が可撓性外スナップタブを一つしか備えていない場合、可撓性が限定され
れるため、大きな分離圧力を発生する。
【０１２０】
　図２７は、可撓性タング３０を長縁部５ｂに向かって更に大きく移動でき、コンパクト
なタング係止システムを長縁部で使用した場合、このような係止システムが垂直平面ＶＰ
を越えて大きく突出したストリップ６を含まないため、比較的高い角度で長縁部に沿って
変位しないようにするということを示す。
【０１２１】
　図２７ｃは、好ましくは押出しによって形成した可撓性タング３０及びストリップ６の
係止エレメント８と、重ねパネル１’の係止溝１４との間に本質的に垂直な係止面を持つ
、係止システムを示す。重ねパネル１’は、係止溝１４の係止面と隣接した突出部７４を
含む。この突出部は、ストリップ６に設けられた隣接したキャビティ７２に受け入れられ
る。好ましくは、本質的に水平な下接触面２４が、隣接したストリップ接触面６’に対し
て垂直方向で係止する。この形体は、密度が高いコアの下部分にキャビティが形成される
ため、ＨＤＦコアを持つフローリングで非常に適している。キャビティは、係止システム
の強度を限られた程度だけ減少する。垂直な係止面の高さＨは、好ましくは、少なくとも
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３０を変位溝４０に固定するのを容易にするため、係止システムの設計は、好ましくは、
係止エレメント８が、変位溝４０の下部分を含む水平平面Ｈ２の下に配置され、係止溝１
４は、タング溝２０の内部分及び最も下の部分を含む水平平面Ｈ１の下に配置されるよう
になっている。
【符号の説明】
【０１２２】
　１、１’　フロアパネル
　４ａ、４ｂ　短縁部接合縁
　６　係止ストリップ
　８　係止エレメント
　１４　係止溝
　２０　タング溝
　２１　上部分
　２２　タング係止面
　２３　摺動面
　２４　垂直係止面
　３０　可撓性タング
　３１　丸みを付けた外部分
　３２　摺動面
　３３　上タング変位面
　３４　内部分
　３５　下タング変位面
　４０　変位溝
　４１　上部分
　４２　上開口部
　４３　上溝変位面
　４４　底面
　４５　下溝変位面
　４６　下開口部
　６２　後面
　ＨＰ　水平平面
　ＶＰ　垂直平面
　Ｄ１　垂直方向
　Ｄ２　水平方向
　Ｐ１　溝部分
　Ｐ２　突出部分
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